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第一部【ファンド情報】
 

第１【ファンドの状況】
 

１【ファンドの性格】
 

（１）【ファンドの目的及び基本的性格】

 

(イ)ファンドの目的

　当ファンドは、日本の株式を主要投資対象とし、信託財産の長期的な成長を図ることを目的として、積極

的な運用を行います。（後記「２　投資方針　(1)投資方針」をご参照ください。）

 

(ロ)信託金の限度額

　　委託会社は、受託会社と合意のうえ、金1,000億円を限度として信託金を追加することができます。

 

(ハ)基本的性格

　　社団法人投資信託協会の商品分類に関する指針に基づく、当ファンドの商品分類および属性区分は以下

の通りです。

 

　　商品分類
＊１
－追加型投信／国内／株式

　　属性区分
＊２
－投資対象資産：株式 一般

決算頻度：年２回
投資対象地域：日本
為替ヘッジ：なし

 
　　＊１　商品分類の定義（社団法人投資信託協会－商品分類に関する指針）

追加型投信 一度設定されたファンドであってもその後追加設定が行われ従来の信
託財産とともに運用されるファンド。

国内 目論見書または信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実
質的に国内の資産を源泉とする旨の記載があるもの。

株式 目論見書または信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実
質的に株式を源泉とする旨の記載があるもの。

 
　＊２　属性区分の定義（社団法人投資信託協会－商品分類に関する指針）

投資対象資産 株式 一般：

主として株式に投資するもののうち、大型株属性
＊
、中小型株属性

＊
のい

ずれにもあてはまらない全てのもの。

決算頻度 年２回：
目論見書または信託約款において、年２回決算する旨の記載があるも
の。

投資対象地域 日本：
目論見書または信託約款において、組入資産による投資収益が日本の資
産を源泉とする旨の記載があるもの。

為替ヘッジ なし：
目論見書または信託約款において、為替のヘッジを行わない旨の記載が
あるものまたは為替のヘッジを行う旨の記載がないもの。

＊　「大型株属性」…目論見書または信託約款において、主として大型株に投資する旨の記載があるもの。
「中小型株属性」…目論見書または信託約款において、主として中小型株に投資する旨の記載があるもの。
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（参考）社団法人投資信託協会が規定する商品分類および属性区分の一覧
 
　　商品分類表

単位型・追加型 投資対象地域
投資対象資産

（収益の源泉）

　 　 　

　 　 株　　式

　 国　　内 　

単位型 　 債　　券

　 　 　

　 海　　外 不動産投信

　 　 　

追加型 　 その他資産

　 内　　外 （　　　　）

　 　 　

　 　 資産複合

　 　 　

　　（注）当ファンドが該当する商品分類を網掛け表示しています。

 
　　属性区分表

投資対象資産 決算頻度 投資対象地域 為替ヘッジ

　 　 　 　

株式 年１回 グローバル 　

　一般 　 　 　

　大型株 年２回 日本 　

　中小型株 　 　 　

　 年４回 北米 　

債券 　 　 あり

　一般 年６回 欧州 （　　　）

　公債 （隔月） 　 　

　社債 　 アジア 　

　その他債券 年12回 　 　

　クレジット属性 （毎月） オセアニア 　

（　　） 　 　 　

　 日々 中南米 　

不動産投信 　 　 なし

　 その他 アフリカ 　

その他資産 （　　） 　 　

（　　） 　 中近東 　

 　 （中東） 　

資産複合 　 　 　

（　　） 　 エマージング 　

　資産配分固定型 　 　 　

　資産配分変更型 　 　 　

　 　 　 　

　　（注）当ファンドが該当する属性区分を網掛け表示しています。

 
　　当ファンドを含むすべての商品分類および属性区分の定義については、社団法人投資信託
協会のホームページをご覧ください。
ＨＰアドレス：http://www.toushin.or.jp/
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(ニ)ファンドの特色

①　当ファンドは、日本の株式を主要投資対象とし、信託財産の長期的な成長を図ることを目的として、積極

的な運用を目指します。

②　株式への投資にあたっての銘柄の選定については、企業の成長性に着目し、株価水準が割安と判断され

る銘柄を中心として、運用を行います。

③　個別株式の選別は、ポートフォリオ・マネジャーが行う企業に対する取材
＊
によるボトムアップ・アプ

ローチ方式で行います。

＊　「取材」とは、企業訪問、企業来訪、電話取材等を通じて、企業の情報を得ることをいいます。

　　　　また、「企業に対する取材」を「企業取材」ということがあります。

④　株式の組入比率に制限を設けず、原則として株式の組入れ比率は高位に保ち、積極的な運用を行います。

⑤　当ファンドのベンチマークは、ＴＯＰＩＸ
＊
（配当込み）とします。

　　ベンチマークとはファンドの運用成果を計る指標です。当ファンドは、ベンチマークを上回る投資成果の

実現を目指しますが、ベンチマークを上回ることを保証するものではありません。当ファンドのパフォー

マンスは、ベンチマークを上回る場合も下回る場合もあります。

　　当ファンドのベンチマークは、日本の株式市場の構造変化等によっては見直すことがあります。
＊　ＴＯＰＩＸとは東証株価指数（Tokyo Stock Price Index）のことで、市場全体の動きを反映する指標として、東京証券
取引所が発表している指標です。東証第一部上場のすべての日本企業（内国普通株式全銘柄）が算出の対象で、全銘柄
の時価総額を基準時価総額で除することによって求め、株式分割や上場銘柄数の変更のとき、基準時価総額の修正を行
いながら連続性を保持しています。

　　ＴＯＰＩＸに関する一切の知的所有権その他一切の権利は東京証券取引所に帰属するものであります。
　　また、同取引所は当ファンドの運用に関して一切責任を負うものではありません。

 
（２）【ファンドの仕組み】
 

(イ)仕組図

 

(ロ)当ファンドの委託会社および関係法人の名称、役割、委託会社が締結している契約等の概要

①　ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社（委託会社）

　当ファンドの委託会社として、受益権の発行、信託財産の運用指図および運用報告書の作成等を行いま

す。

②　株式会社りそな銀行（受託会社）

　（再信託受託会社：日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社）

　委託会社との契約により、当ファンドの受託会社として、信託財産の保管・管理業務および信託財産の計

算等を行います。

③　販売会社

　委託会社との契約により、当ファンドの販売会社として、運用報告書の交付代行、収益分配金の再投資に

関する事務、収益分配金・一部解約金・償還金の支払い等を行います。

 

(ハ)委託会社の概況

①　資本金　2,218百万円（有価証券報告書提出日現在）
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②　会社の沿革

　　昭和46年　ジャーディン・フレミング、日本市場の成長性に着目し東京に駐在員事務所を開設

　　昭和60年　ジャーディン・フレミング投資顧問株式会社設立、有価証券に係る投資顧問業の規制等に関す

る法律施行に伴い、同社は昭和62年に投資一任契約にかかる業務の認可を受ける。

　　平成２年　ジャーディン・フレミング投信株式会社設立

　　平成７年　ジャーディン・フレミング投資顧問株式会社とジャーディン・フレミング投信株式会社が合併

し、ジャーディン　フレミング投信・投資顧問株式会社となる。

　　平成13年　ジェー・ピー・モルガン・フレミング・アセット・マネジメント・ジャパン株式会社に商号変

更

　　平成18年　ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社に商号変更

　　平成20年　ＪＰモルガン信託銀行株式会社より資産運用部門の事業を譲受

③　大株主の状況（有価証券報告書提出日現在）

名　　　称 住　　所 所有株式数(株) 比率(％)
ジェー・ピー・モルガン・
アセット・マネジメント（アジア）インク

米国デラウェア州 56,265 100
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２【投資方針】

（１）【投資方針】

(イ)　運用方針

①　銘柄の選定にあたっては、企業の成長性に着目し、株価水準が割安と判断される銘柄を中心として、信託

財産の長期的な成長をめざした積極的な運用を行います。

②　投資成果を計るベンチマークは、ＴＯＰＩＸ（配当込み）とし、これを長期的に上回る成果を目指しま

す。

 

(ロ)　投資態度

　当ファンドにおける投資態度は以下のとおりです。

当ファンドのポートフォリオ・マネジャーは、委託会社のＪＦ運用本部に所属しており、またＪＦジャパ

ン・ポートフォリオ・グループ（以下「ＪＰＧ」といいます。）にも属します。ＪＰＧは「ＪＰモルガン

・アセット・マネジメント」グループ
＊
各社で横断的に、ＪＦ日本株式ストラテジーによる運用を行う

ポートフォリオ・マネジャーにより構成されます。
＊　ＪＰモルガン・チェース・アンド・カンパニーの傘下にあり、直接または間接的に資本関係のある運用会社を総称
して「ＪＰモルガン・アセット・マネジメント」グループという場合があります。委託会社は同グループの一員で
あり、同社のＪＦ運用本部は、同グループの一員である海外の拠点に所属するＪＰＧのポートフォリオ・マネ
ジャーと意見交換し、各銘柄の調査・分析を行っております。

 

（なお、資金動向や市況動向により、次のような運用ができない場合もあります。）

 

 
①　投資対象ユニバース

　　全ての上場銘柄を投資対象ユニバースとします。

 

②　調査・分析（リサーチ）

　　企業の調査においては経営陣との面談による調査を重視し、その会社の主要業務だけでなく、各部門の競争

力、商品開発、営業戦略など幅広い項目について質問します。

なお、ＲＥＩＴに関しては、その運用会社や投資法人の責任者に対して企業取材を行います。

　　企業に対する取材で得られた情報に基づき、将来の利益、利益率のトレンド、キャッシュフロー等を算出し、

様々な指標を用いて割安度の検討を行い、バランスシートの健全度や同業他社との比較や分析を行います。

　　調査・分析は、ＪＦ運用本部に属する日本株担当のポートフォリオ・マネジャー全員が行います。また、

「ＪＰモルガン・アセット・マネジメント」グループの海外の拠点に所属するＪＰＧのポートフォリオ・

マネジャーも行い、その結果に基づいてＪＦ運用本部に属するポートフォリオ・マネジャーと意見交換を

行います。

 

●調査・分析の特徴

　　個々の銘柄について、経験豊富な複数のポートフォリオ・マネジャーにより多角的な調査・分析が行
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われます。

 

●企業に対する取材を重視

　ＪＦ運用本部は年間延べ約2,300件（2009年実績）の企業に対する取材を行い、その結果を総合的に分

析して、当ファンドの運用に反映させています。

 

●コア・カバレッジ

　　ＪＦ運用本部では、日本株について、市場全体の動向を的確に分析するため、重点調査対象銘柄としてコ

ア・カバレッジを活用します。コア・カバレッジは大型株式約250銘柄および小型株式約100銘柄で構成

されます。原則、投資対象ユニバースの全ての業種から銘柄を選び、四半期毎に企業取材および銘柄レー

ティング
＊１
の見直しを行います。

　なお、コア・カバレッジはポートフォリオ構築の際の直接的な判断材料ではありません。当ファンドの

ポートフォリオ・マネジャーは、コア・カバレッジを含む全ての投資ユニバースに対する取材結果、銘柄

レーティングおよび戦略分類
＊２
をもとに最終的な投資判断を行います。

＊１　ＪＦ運用本部により各銘柄に付与されるレーティング（評価）のことです。各銘柄は１から５で評価され、レー
ティング「１」は「買い」を意味し、それ以降数字が大きくなるにつれレーティングは下がります。

＊２　詳しくは後記③をご参照ください。

 

③　戦略分類および銘柄レーティング

　　上記②の調査・分析の結果を踏まえ、各銘柄について戦略分類および銘柄レーティングが付与されます。

　　戦略分類および銘柄レーティングの定義ならびに決定プロセスは次の通りです。

●　戦略分類の定義
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●　銘柄レーティングの定義

 

●　戦略分類および銘柄レーティングの決定プロセス

 

④　モデル・ポートフォリオ

ＪＰＧは、委託会社においてモデル・ポートフォリオを作成します。ここでいうモデル・ポートフォリオ

は委託会社内のＪＰＧにおける投資アイデアを集約し、その方向性の指針を示すものであり、委託会社にお

いてＪＰＧ所属の各ポートフォリオ・マネジャーが随時参照しますが、実際の当ファンドのポートフォリ

オとは異なります。

 

⑤　ポートフォリオの構築

　　戦略分類および銘柄レーティングをもとに当ファンドのポートフォリオ・マネジャーが、当ファンドの
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投資目標、リスク許容度および運用ガイドラインを考慮し、最終的な組入れ銘柄、および各銘柄の組入れ

比率を決定します。

　　実際の当ファンドのポートフォリオでは、市場環境、売買のタイミング、流動性等の理由により、レーティ

ング「１」銘柄の非保有や、レーティング「５」銘柄の保有が生じる場合があります。

 

(ハ)　運用の特色

 

 

①　徹底したボトムアップ・アプローチで銘柄を厳選します。

　　ボトムアップ・アプローチとは、経済等の予測・分析により投資対象銘柄を選別するのではなく、個別企

業の調査・分析から投資判断を下す運用手法です。

②　ポートフォリオ・マネジャー自身による徹底した企業調査を行います。

　　ポートフォリオ・マネジャーがアナリストを兼任しているため、企業に対する取材によって得られた情

報が直接、銘柄選択に反映されます。

③　企業に対する取材を重視しています。

　　ＪＦ運用本部では、年間延べ約2,300件（2009年実績）の企業に対する取材を行っています。

なお、ＲＥＩＴに関しては、その運用会社や投資法人の責任者に対して企業取材を行います。

 

（２）【投資対象】

(イ)委託会社は、信託金を、主として次の有価証券（金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券と

みなされる同項各号に掲げる権利を除きます。以下（イ）において同じ。）に投資することを指図しま

す。（ＪＦジャパン・オープン約款（以下「信託約款」といいます。））

１．株券または新株引受権証書

２．国債証券

３．地方債証券

４．特別の法律により法人の発行する債券

５．社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下「分離型新株引受

権付社債券」といいます。）の新株引受権証券を除きます。）

６．特定目的会社に係る特定社債券（金融商品取引法第２条第１項第４号で定めるものをいいます。）

７．特別の法律により設立された法人の発行する出資証券（金融商品取引法第２条第１項第６号で定

めるものをいいます。）

８．協同組織金融機関に係る優先出資証券（金融商品取引法第２条第１項第７号で定めるものをいい

ます。）

９．特定目的会社に係る優先出資証券（金融商品取引法第２条第１項第８号で定めるものをいいま

す。）

10．コマーシャル・ペーパー

11．新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。以下同じ。）および新

株予約権証券

12．外国または外国の者の発行する証券または証書で、１から11までの証券または証書の性質を有する

もの
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13．投資信託または外国投資信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第10号で定めるものをい

います。）

14．投資証券または外国投資証券（金融商品取引法第２条第１項第11号で定めるものをいいます。）

15．外国貸付債権信託受益証券（金融商品取引法第２条第１項第18号で定めるものをいいます。）

16．オプションを表示する証券または証書（金融商品取引法第２条第１項第19号で定めるものをいい、

有価証券にかかるものに限ります。）

17．預託証券（金融商品取引法第２条第１項第20号で定めるものをいいます。）

18．外国法人が発行する譲渡性預金証書

19．指定金銭信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第14号で定める受益証券発行信託の受益

証券に限ります。）

20．貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第２条第１項第14号で定める受益証券発行信託の受

益証券に表示されるべきもの

21．外国の者に対する権利で20の有価証券の性質を有するもの

　　なお、１の証券または証書、12および17の証券または証書のうち１の証券または証書の性質を有するも

のならびに14の証券のうちクローズド・エンド型のものを以下「株式」といい、２から６までの証券な

らびに12および17の証券または証書のうち２から６までの証券の性質を有するものを以下「公社債」

といい、13および14の証券のうちクローズド・エンド型以外のものを以下「投資信託証券」といいま

す。

(ロ)委託会社は、信託金を、前記(イ)に掲げる有価証券のほか、次に掲げる投資対象（金融商品取引法第２

条第２項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を含みます。）により運用すること

を指図することができます。

１．預金

２．指定金銭信託（金融商品取引法第２条第１項第14号に規定する受益証券発行信託を除きます。）

３．コール・ローン

４．手形割引市場において売買される手形

５．貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第２条第２項第１号で定めるもの

６．外国の者に対する権利で５の権利の性質を有するもの

(ハ)前記(イ)の規定にかかわらず、当ファンドの設定、解約、償還、投資環境の変動等への対応等、委託会社

が運用上必要と認めるときには、委託会社は、信託金を、前記(ロ)に掲げる投資対象により運用すること

の指図ができます。
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（３）【運用体制】

　当ファンドの運用体制は以下のとおりとなります。
 

 
＊１　運用に関わる諸会議を主催し、ＪＦ運用本部に所属するポートフォリオ・マネジャーを統括します。

＊２　「ＪＰモルガン・アセット・マネジメント」グループの一員である海外の拠点に所属しており、委託会社の所属

ではありません。

 

①　ＪＦ運用本部は13名（2010年３月末現在）で構成されており、運用に関わる諸会議にて、銘柄レーティン

グ、資産配分、投資政策等、運用の基本方針を策定します。

②　当ファンドのポートフォリオ・マネジャーは、運用に関わる諸会議の基本方針を踏まえ、運用計画を策定

しそれに基づき投資判断を行います。

③　トレーディング部門は、当ファンドのポートフォリオ・マネジャーによる投資判断を受け、有価証券等の

売買を執行します。

④　運用分析室において、ポートフォリオの分析および評価が行われ、当ファンドのポートフォリオ・マネ

ジャーや運用部門から独立したインベストメント・ダイレクターにその情報を提供します。また、ポート

フォリオ分析室は、運用分析室からの情報を基に、必要に応じて更なる分析を行い、当ファンドのポート

フォリオ・マネジャーにその情報を提供します。

⑤　運用部門から独立したリスク管理部門は、投資制限の遵守状況をモニターするなど運用状況の管理・監督

を行い、何らかの理由で特定のブローカーとの取引を制限する必要がある場合はその旨をトレーディング

部門に指示します。また、インベストメント・ダイレクターは、運用に関するリスクのチェックおよび投資

制限の管理を行います。

⑥　運用部門から独立したコンプライアンス部門は、売買内容のチェック・法令遵守状況のモニタリングを行

います。
（注）上記の当ファンドの運用体制・組織名称は、2010年３月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

 

　　委託会社では社内規程を定め、運用等にかかわる組織およびその組織の権限と責任を明らかにするととも

に、当ファンド固有の運用に関する社内ルールを定めています。

 

・委託会社による、受託会社に対する管理体制

　委託会社の事務管理部門において、日々の業務を通じ、受託会社の管理体制および知識・経験等を評価して

おります。また、必要に応じミーティングを行い、受託会社の業務の状況を確認しております。
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（４）【分配方針】

　毎決算時に、原則として以下の方針に基づき分配を行います。

①　分配対象額の範囲

　　繰越分を含めた利子・配当収入および売買益（評価益を含みます。）等の全額とします。

　　（詳細については、信託約款第46条第１項をご参照ください。）

②　分配対象額についての分配方針

　　委託会社が基準価額水準、市況動向、残存信託期間等を勘案して、分配金額を決定します。ただし、分配対象

額が少額の場合は分配を行わないことがあります。

③　留保益の運用方針

　　留保益の運用については、特に制限を設けず、委託会社の判断に基づき、元本部分と同一の運用を行いま

す。

 

＜参考＞

収益分配金の支払いについて

①　収益分配金は、計算期間終了日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者

（当該収益分配金にかかる計算期間終了日以前において一部解約が行われた受益権にかかる受益者を除

きます。また、当該収益分配金にかかる計算期間終了日以前に設定された受益権で取得申込代金支払前の

ため販売会社の名義で記載または記録されている受益権については原則として取得申込者とします。）

に、原則として計算期間終了日から起算して５営業日目までに支払いを開始します。

②　受益者が、時効前の収益分配金にかかる収益分配金交付票（当ファンドが振替受益権化される以前に発

行されたもの）を保有している場合には、その収益分配金交付票と引換えに当該収益分配金を受益者にお

支払いします。

③「自動けいぞく投資コース」をお申込みの場合は、収益分配金は税引き後無手数料で再投資され、再投資

により増加した受益権は、振替口座簿に記載または記録されます。

 

（５）【投資制限】

(イ)信託約款は、委託会社による当ファンドの運用に関して一定の制限および限度を定めています。

①株式への投資制限

　　株式への投資には、制限を設けません。

②投資する株式等の範囲

Ａ　委託会社が投資することを指図する株式、新株引受権証券および新株予約権証券は、取引所金融商品

市場（金融商品取引法第２条第17項に規定するものをいいます。以下同じ。）または外国金融商品市場

（金融商品取引法第２条第８項第３号ロに規定するものをいいます。以下同じ。）に上場されている株

式の発行会社の発行するもの、取引所金融商品市場または外国金融商品市場に準ずる市場において取

引されている株式の発行会社の発行するものとします。ただし、株主割当または社債権者割当により取

得する株式、新株引受権証券および新株予約権証券については、この限りではありません。

Ｂ　前記Ａの規定にかかわらず、上場予定または登録予定の株式、新株引受権証券および新株予約権証券

で目論見書等において上場または登録されることが確認できるものについては委託会社が投資するこ

とを指図することができるものとします。

③投資信託証券への投資制限

　　委託会社は、信託財産に属する投資信託証券の時価総額が、信託財産の純資産総額の100分の５を超える

こととなる投資の指図をしません。

④信用取引の指図範囲

Ａ　委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を売り付けることの指図を

することができます。なお、当該売り付けの決済については、株券の引き渡しまたは買い戻しにより行

うことの指図をすることができるものとします。

Ｂ　前記Ａの信用取引の指図は、次の１から６までに掲げる有価証券の発行会社の発行する株券について

行うことができるものとし、かつ次の１から６までに掲げる株券数の合計数を超えないものとします。
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１．信託財産に属する株券および新株引受権証書の権利行使により取得する株券

２．株式分割により取得する株券

３．有償増資により取得する株券

４．売り出しにより取得する株券

５．信託財産に属する転換社債の転換請求または転換社債型新株予約権付社債の新株予約権により取

得可能な株券。「転換社債型新株予約権付社債」とは、新株予約権付社債のうち、会社法第236条第１

項第３号の財産が当該新株予約権付社債についての社債であって当該社債と当該新株予約権がそれ

ぞれ単独で存在し得ないことをあらかじめ明確にしているもの、または会社法施行前の旧商法第341

条ノ３第１項第７号および第８号の定めがあるものをいいます。

６．信託財産に属する新株引受権証券および新株引受権付社債券の新株引受権の行使、または信託財

産に属する新株予約権証券および新株予約権付社債券の新株予約権（前記５に定めるものを除きま

す。）の行使により取得可能な株券

⑤先物取引等の運用指図・目的・範囲

Ａ　委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、および信託財産が運用対象とする有価証券の価

格変動リスクを回避するため、取引所金融商品市場における有価証券先物取引（金融商品取引法施行

前の旧証券取引法（以下「旧証取法」といいます。）第２条第20項に定める有価証券先物取引をいい

ます。）、有価証券指数等先物取引（旧証取法第２条第21項に定める有価証券指数等先物取引をいいま

す。）および有価証券オプション取引（旧証取法第２条第22項に定める有価証券オプション取引をい

います。）ならびに外国金融商品市場におけるこれらの取引と類似の取引を次の１および２の範囲で

行うことの指図をすることができます。なお、選択権取引は、オプション取引に含めて取り扱うものと

します（以下同じ。）。

１．先物取引の売建、コール・オプションの売付けおよびプット・オプションの買付けの指図は、建玉

の合計額が、ヘッジの対象とする有価証券（以下「ヘッジ対象有価証券」といいます。）の時価総額

の範囲内とします。

２．先物取引の買建、コール・オプションの買付けおよびプット・オプションの売付けの指図は、建玉

の合計額が、ヘッジ対象有価証券の組入可能額（組入ヘッジ対象有価証券を差し引いた額）に信託

財産が限月までに受け取る組入公社債および組入外国貸付債権信託受益証券ならびに組入貸付債権

信託受益権の利払金および償還金を加えた額を限度とし、かつ信託財産が限月までに受け取る組入

有価証券にかかる利払金および償還金等ならびに信託約款第20条第２項各号に掲げる投資対象で運

用している額の範囲内とします。

Ｂ　委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、および信託財産に属する資産の為替変動リスク

を回避するため、取引所金融商品市場における通貨にかかる先物取引ならびに外国金融商品市場にお

ける通貨にかかる先物取引およびオプション取引を次の１および２の範囲で行うことの指図をするこ

とができます。

１．先物取引の売建、コール・オプションの売付けおよびプット・オプションの買付けの指図は、建玉

の合計額が、為替の売予約と合わせて、ヘッジ対象とする外貨建資産（外国通貨表示の有価証券（以

下「外貨建有価証券」といいます。）、預金その他の資産をいう。以下同じ。）の時価総額の範囲内と

します。

２．先物取引の買建、コール・オプションの買付けおよびプット・オプションの売付けの指図は、建玉

の合計額が、為替の買予約と合わせて、外貨建有価証券の買付代金等実需の範囲内とします。

Ｃ　委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、および信託財産に属する資産の価格変動リスク

を回避するため、取引所金融商品市場における金利にかかる先物取引およびオプション取引ならびに

外国金融商品市場におけるこれらの取引と類似の取引を次の１および２の範囲で行うことの指図をす

ることができます。

１．先物取引の売建、コール・オプションの売付けおよびプット・オプションの買付けの指図は、建玉

の合計額が、ヘッジ対象とする金利商品（信託財産が１年以内に受け取る組入有価証券の利払金お

よび償還金等ならびに信託約款第20条第２項各号に掲げる投資対象で運用されているものをいい、

以下「ヘッジ対象金利商品」といいます。）の時価総額の範囲内とします。
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２．先物取引の買建、コール・オプションの買付けおよびプット・オプションの売付けの指図は、建玉

の合計額が、信託財産が限月までに受け取る組入有価証券にかかる利払金および償還金等ならびに

信託約款第20条第２項各号に掲げる投資対象で運用している額（以下２において「余資投資対象運

用額等」といいます。）の範囲内とします。ただし、ヘッジ対象金利商品が外貨建で、信託財産の外貨

建資産組入可能額（信託約款上の組入可能額から保有外貨建資産の時価総額を差し引いた額。以下

同じ。）に信託財産が限月までに受け取る組入外貨建公社債および組入外国貸付債権信託受益証券

ならびに組入外貨建貸付債権信託受益権の利払金および償還金を加えた額が当該余資投資対象運用

額等の額より少ない場合には外貨建資産組入可能額に信託財産が限月までに受け取る組入外貨建有

価証券にかかる利払金および償還金等を加えた額を限度とします。

⑥スワップ取引の運用指図・目的・範囲

Ａ　委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用ならびに価格変動リスクおよび為替変動リスクを

回避するため、スワップ取引（金融商品取引法施行前の旧投資信託及び投資法人に関する法律施行規

則（以下「旧投信法施行規則」といいます。）第４条第５号に規定するものをいいます。以下同じ。）

を行うことの指図をすることができます。

Ｂ　スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が、原則として信託約款第４条に定める信託

期間を超えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについては

この限りではありません。

Ｃ　スワップ取引の指図にあたっては、当該信託財産にかかるスワップ取引の想定元本の合計額が、信託

財産の純資産総額を超えないものとします。なお、信託財産の一部解約等の事由により、上記純資産総

額が減少して、スワップ取引の想定元本の合計額が信託財産の純資産総額を超えることとなった場合

には、委託会社は速やかに、その超える額に該当するスワップ取引の一部の解約を指図するものとしま

す。

Ｄ　スワップ取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価額で評価するも

のとします。

Ｅ　委託会社は、スワップ取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担保の

提供あるいは受入れの指図を行うものとします。

⑦金利先渡取引および為替先渡取引の運用指図・目的・範囲

Ａ　委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用ならびに価格変動リスクおよび為替変動リスクを

回避するため、金利先渡取引および為替先渡取引（旧投信法施行規則第４条第１号および第２号に規

定するものをいいます。以下同じ。）を行うことの指図をすることができます。

Ｂ　金利先渡取引および為替先渡取引の指図にあたっては、当該取引の決済日が、原則として、信託約款第

４条に定める信託期間を超えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能

なものについてはこの限りではありません。

Ｃ　金利先渡取引および為替先渡取引の指図にあたっては、当該信託財産にかかる金利先渡取引または為

替先渡取引の想定元本の合計額が、信託財産の純資産総額を超えないものとします。なお、信託財産の

一部解約等の事由により、上記純資産総額が減少して、金利先渡取引または為替先渡取引の想定元本の

合計額が信託財産の純資産総額を超えることとなった場合には、委託会社は、速やかに、その超える額

に相当する金利先渡取引または為替先渡取引の一部の解約を指図するものとします。

Ｄ　金利先渡取引および為替先渡取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出し

た価額で評価するものとします。

Ｅ　委託会社は、金利先渡取引および為替先渡取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入が必要と認め

たときは、担保の提供あるいは受入の指図を行うものとします。

⑧有価証券の貸付の指図および範囲

Ａ　委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産に属する株式および公社債を次の１お

よび２の範囲内で貸付けの指図をすることができます。

１．株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、信託財産で保有する株式の時価合計

額を超えないものとします。

２．公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、信託財産で保有する公社
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債の額面金額の合計額を超えないものとします。

Ｂ　前記Ａ１および２に定める限度額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える

額に相当する契約の一部の解約を指図するものとします。

Ｃ　委託会社は、有価証券の貸付にあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指図を行うものとしま

す。

⑨外貨建資産への投資制限

　　委託会社は、信託財産に属する外貨建資産の時価総額が、信託財産の純資産総額の100分の20を超えるこ

ととなる投資の指図をしません。ただし、有価証券の値上り等により100分の20を超えることとなった場

合には、速やかにこれを調整します。

　　なお、外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により特に必要と認められる場

合には、制約されることがあります。

⑩外国為替予約の指図

　　委託会社は、信託財産に属する外貨建資産について、当該外貨建資産のヘッジのため、外国為替の売買の

予約を指図することができます。

⑪有価証券の売却等の指図

　　委託会社は、信託財産に属する有価証券の売却等に関して一切の指図ができます。

⑫再投資の指図

　　委託会社は、⑪の規定による売却代金、有価証券の償還金等、株式の清算分配金、有価証券等の利子等、株

式の配当金およびその他の収入金を再投資することの指図ができます。

⑬資金の借入れ

Ａ　委託会社は、信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性に資するため、一部解約に伴う支払資金

の手当て（一部解約に伴う支払資金の手当てのために借入れた資金の返済を含みます。）を目的とし

て、資金借入れ（コール市場を通じる場合を含みます。）の指図をすることができます。なお、当該借入

金をもって有価証券等の運用は行わないものとします。

Ｂ　一部解約に伴う支払資金の手当てにかかる借入期間は、受益者への解約代金支払開始日から信託財産

で保有する有価証券の売却代金の受渡日までの間または受益者への解約代金支払開始日から信託財産

で保有する信託約款第20条２項各号に掲げる投資対象の解約代金入金日までの間もしくは受益者への

解約代金支払開始日から信託財産で保有する有価証券等の償還金の入金日までの期間が5営業日以内

である場合の当該期間とし、資金借入額は当該有価証券の売却代金、当該投資対象の解約代金および当

該有価証券等の償還金の合計額を限度とします。ただし、資金借入額は借入れ指図を行う日における信

託財産の純資産総額の10％以内とします。

Ｃ　借入金の利息は信託財産中より支弁します。

⑭受託会社による資金の立替え

Ａ　信託財産に属する有価証券について、借替、転換、新株発行または株式割当がある場合で、委託会社の

申出があるときは、受託会社は資金の立替えをすることができます。

Ｂ　信託財産に属する有価証券の償還金等、株式の清算分配金、有価証券等の利子等、株式配当金およびそ

の他の未収入金で信託終了日までにその金額を見積もり得るものがあるときは、受託会社がこれを立

て替えて信託財産に繰り入れることができます。

Ｃ　前記ＡおよびＢの立替金の決済および利息については、受託会社と委託会社との協議によりそのつど

別にこれを定めます。

(ロ)投資信託及び投資法人に関する法律および金融商品取引業等に関する内閣府令には以下のような投資制

限があります。

①　委託会社は、同一の法人の発行する株式について、委託会社が運用の指図を行う全ての委託者指図型投

資信託につき投資信託財産として有する当該株式に係る議決権の総数が、当該株式に係る議決権の総数

に100分の50を乗じて得た数を超えることとなる場合においては、当該株式を当ファンドの信託財産を

もって取得することを受託会社に指図してはなりません。

②　委託会社は当ファンドの信託財産に関し、金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に

かかる変動その他の理由により発生し得る危険に対応する額としてあらかじめ委託会社が定めた合理的
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な方法により算出した額が当該信託財産の純資産額を超えることとなる場合において、デリバティブ取

引（新株予約権証券またはオプションを表示する証券もしくは証書にかかる取引および選択権付債券売

買を含む。）を行い、または継続することを受託会社に指図してはなりません。
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３【投資リスク】
 

(1)リスク要因

　　当ファンドは、主に国内株式を投資対象としますので、組入株式の価格の下落や、組入株式の発行会社の財

務状況の悪化や倒産等の影響により、基準価額が下落し、損失を被ることがあります。当ファンドに生じた

利益および損失は、全て受益者に帰属します。したがって、当ファンドは、元金が保証されているものでは

ありません。

　　当ファンドが有する主なリスク等は以下の通りです。なお、以下の説明は、全てのリスクについて記載した

ものではなく、それ以外のリスクも存在することがあります。

①　株価変動リスク

　　株式の価格は、国内外の政治・経済情勢や、発行会社の業績・財務状況の変化による影響を受けます。（発

行会社の財務状況の悪化、倒産等により価格がゼロになることもあります。）また株式の価格は、株式市場

における需給や流動性の影響を受けます。当ファンドは、株価の上昇を捉えることを目標とした、積極的な

運用を行うため、株式（株価指数先物取引を含みます。）の組入比率は高位に保ちます。そのため、当ファ

ンドの基準価額は、株式の価格変動の結果、大幅に変動または下落する可能性があります。

②　銘柄選定方法に関するリスク

　　銘柄の選定はボトムアップ・アプローチにより行いますので、ポートフォリオの構成銘柄や業種配分は、

ベンチマークとは異なるものとなります。そのため、当ファンドの基準価額の値動きが日本の株式市場全

体の動きやベンチマークの動きと異なり、大きく上下する可能性があります。これにより、投資元本を割り

込むことも考えられます。

③　投資銘柄集中リスク

　　当ファンドは少数の銘柄に集中して投資する場合があります。このため、株式市場全体の動きやベンチ

マークの動きと異なり、基準価額が大きく上下することがあります。それにより、投資元本を割り込むこと

もあります。

④　為替変動リスク

　　為替相場の変動の影響による価格変動リスクをいいます。当ファンドは、純資産総額の20％以下の範囲内

で外貨建資産に投資することができますので、外貨建資産に投資した場合には、為替相場の変動により基

準価額が変動することがあります。

⑤　投資方針の変更について

　　経済情勢や投資環境等の変化、および投資効率等の観点などから、投資対象および投資手法の変更を行う

場合があります。また、ベンチマークを変更することもあります。

⑥　受益者（投資家）の解約・追加による資金流出入に伴うリスクおよび留意点

　　一度に大量の解約があった場合に、解約資金の手当てをするため保有証券を大量に売却することがありま

す。その際に基準価額が大きく変動する可能性があります。また、大量の資金の追加があった場合にも、原

則として、迅速に株式の組入れを行いますが、買付け予定銘柄によっては流動性などの観点から買付け終

了までに時間がかかることもあります。

⑦　繰上げ償還等について

　　当ファンドは、受益権の総口数が10億口を下回ることとなったとき、委託会社が受益者のため有利である

と認めたとき、またはやむを得ない事情が発生したときには、信託期間の途中であっても、繰上げ償還する

ことがあります。

　　また、投資環境の変化等により、委託会社が申込期間を更新しないことや申込みの受付を停止することが

あります。この場合は新たに当ファンドを購入することはできなくなります。

⑧　流動性のリスク

　　急激かつ大量の売買により市場が大きな影響を受けた場合、または市場を取り巻く外部環境に急激な変化

があり、市場規模の縮小や市場の混乱が生じた場合等には、機動的に有価証券等を売買できないことがあ

ります。このような場合には、当該有価証券等の価格の下落により、当ファンドの基準価額が影響を受け損

失を被ることがあります。

⑨　その他のリスクおよび留意点
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　　その他予測不可能な事態（天変地異、クーデター等）が起きたときなど、市場が混乱することが考えられ

ます。このような場合に、有価証券が取引される市場の取引停止等やむを得ない事情があるときは、一時的

に当ファンドの受益権が換金できないこともあります。また、これらの事情や有価証券の売買にかかる代

金の受渡しに関する障害が起きた場合などには、当ファンドの受益権の換金代金の支払いが遅延すること

や、一時的に当ファンドの運用方針に基づいた運用ができなくなるリスクがあります。さらに、当ファンド

は、短期間に大量の解約があった場合等に、信託財産が十分な資産規模にならないことがあり得ます。その

場合、本書で説明する運用方針および投資態度に完全に合致した運用ができないおそれがあり、その結果

当ファンドの基準価額が大きく変動したり、適切な資産規模の場合と比較して収益性が劣ることとなる可

能性があります。

 

(2)投資リスクに関する管理体制

 

 
（2010年３月末現在）

 

①　運用部門から独立したインベストメント・ダイレクターは、運用分析室からリスク指標の報告を受け、運

用成果（パフォーマンス）のモニターおよびリスク指標やリスク水準のチェックを行います。また、四半

期に一度、ポートフォリオ・マネジャーに対し、パフォーマンスの考査の結果を報告し、必要があれば是正

を求めます。さらに、投資制限の管理を統括します。

②　コンプライアンス部門は、売買発注システムに組み込まれたモニタリングのシステムを通じて売買内容

のチェック、法令遵守状況のモニタリングを行います。

③　リスク管理部門は、投資制限の遵守状況をモニターし、その結果に基づき適切な対応および是正措置を図

る等、運用状況の管理・監督を行っています。

EDINET提出書類

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社(E06264)

有価証券報告書（内国投資信託受益証券）

18/81



４【手数料等及び税金】

（１）【申込手数料】

　　当ファンドの申込期間は平成19年11月16日で終了しており、現在、取得申込みの受付はしていないため、該

当事項はありません。

 

（２）【換金（解約）手数料】

　　当ファンドの受益権の換金時に、換金手数料はかかりません。

 

（３）【信託報酬等】

　　委託会社および受託会社の信託報酬の総額は、当ファンドの計算期間を通じて毎日、前営業日の信託財産

の純資産総額に対し年率1.785％（税抜1.7％）を乗じて得た額とします。

　　委託会社は、収受した信託報酬から販売会社に対し、委託会社が販売会社に委託した業務に対する報酬を

支払います。その結果、実質的な信託報酬の配分は、次のとおりとなります。

信託報酬の配分

(純資産総額に対し)

委託会社 販売会社 受託会社

年率0.84％

(税抜0.8％)

年率0.84％

(税抜0.8％)

年率0.105％

(税抜0.1％)

　　信託報酬は、毎計算期間終了日および信託終了日の翌営業日に信託財産中から支弁されます。

 

（４）【その他の手数料等】

その他、以下の費用を信託財産で負担します。

①　有価証券取引、先物取引、オプション取引および外国為替取引（外貨建資産に投資した場合のみ）にかか

る費用（売買委託手数料）が実費でかかります。なお、手数料相当額が取引の価格に織り込まれているこ

とがあります。

②　信託財産に関する租税、信託事務の処理に関する諸費用、受託会社の立替えた立替金の利息および借入金

の利息が実費でかかります。

③　外貨建資産に投資した場合には、外貨建資産の保管費用が実費でかかります。

④　投資信託もしくは外国投資信託の受益証券、投資証券、または外国投資証券（REITを含み、以下総称して

「投資信託証券」といいます。）に投資する場合には、当該投資信託証券にかかる投資信託、外国投資信

託、投資法人または外国投資法人内において発生する、以下のような費用が間接的に当ファンドの負担と

なります。

（a）運用報酬

（b）運用に付随して発生する費用

（c）法人の運営のための各種の費用（投資法人および外国投資法人のみ）

　　また、投資信託証券の銘柄によっては上記以外の費用がかかる場合があります。上記の費用は、当ファンド

において投資する銘柄やその投資比率が固定されているものではなく、また、銘柄ごとに種類、金額および

算出方法が異なり、費用の概要を適切に記載することが困難なことから、具体的な種類、金額および計算方

法を記載しておりません。

⑤　当ファンドの監査費用は、実際に委託会社が支払った費用について信託財産から支弁を受ける方法に代

えて、信託財産の純資産総額に年率0.021％（税抜0.02％）を乗じて得た額（ただし、年間315万円（税抜

300万円）を上限とします。）を当該監査に要する諸費用とみなし、そのみなし額の支弁を、毎計算期間終

了日および信託終了のとき信託財産中から受けるものとします。

　　委託会社が信託財産から支弁を受ける金額については、計算期間を通じて毎日費用計上するものとしま

す。

 

　上記①から⑤までの手数料等の合計額は、当ファンドの運用状況により変動し、事前に確定しておらず、ま

た受益者が当ファンドの受益権を保有する期間その他の要因により変動し、表示することができないことか

ら記載しておりません。当該手数料等は、当ファンドにおいて間接的にご負担いただきます。
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（５）【課税上の取扱い】

　日本の居住者（法人を含みます。）である受益者に対する課税については、以下のような取扱いとなりま

す。

　なお、税法が改正された場合には、以下の内容が変更になることがあります。以下の税制は、平成22年３月

末現在のものです。

 

①　個別元本について

　　追加型の公募株式投資信託については、受益者毎の信託時の受益権の価額等（申込手数料および当該申込

手数料にかかる消費税等は含まれません。）が当該受益者の元本（個別元本）にあたります。

　　受益者が同一ファンドの受益権を複数回取得した場合、個別元本は、当該受益者が追加信託を行う都度当

該受益者の受益権口数で加重平均することにより算出されます。

　　ただし、同一販売会社であっても、「一般コース」と「自動けいぞく投資コース」の両コースで取得する

場合にはそれぞれ別個に、個別元本が計算される場合があります。また、同一販売会社であっても複数支店

等で同一ファンドを取得する場合は当該支店等毎に個別元本の算出が行われる場合があります。

　　受益者が特別分配金を受け取った場合、収益分配金発生時にその個別元本から当該特別分配金を控除した

額が、その後の当該受益者の個別元本となります。（「特別分配金」については、下記の「②収益分配金の

課税について」をご参照ください。）

 

②　収益分配金の課税について

　　追加型株式投資信託の収益分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「特別分配

金」（受益者毎の元本の一部払戻しに相当する部分）の区分があります。

　　受益者が収益分配金を受け取る際、当該収益分配金落ち後の基準価額が当該受益者の個別元本と同額の場

合または当該受益者の個別元本を上回っている場合には、当該収益分配金の全額が普通分配金となりま

す。また、当該収益分配金落ち後の基準価額が当該受益者の個別元本を下回っている場合には、その下回る

部分の額が特別分配金となり、当該収益分配金から当該特別分配金を控除した額が普通分配金となりま

す。

　　なお、受益者が特別分配金を受け取った場合、収益分配金発生時にその個別元本から当該特別分配金を控

除した額が、その後の当該受益者の個別元本となります。

 

③　法人、個人別の課税の取扱について

(a)　個人の受益者に対する課税

(イ)　収益分配金

　　収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金については配当所得となり、税率は10％（所得税７％および

地方税３％）
＊
となります。なお、収益分配金のうち課税対象となるのは普通分配金のみであり、特別分配

金は課税されません。

　　原則として、源泉徴収による申告不要制度が適用されます。また、確定申告を行い、申告分離課税もしくは

総合課税（配当控除の適用あり）のいずれかを選択することもできます。
＊　平成23年12月31日までの税率です。平成24年１月1日からは20％（所得税15％および地方税５％）となる予定です。

 

（ロ）　一部解約時・償還時

　　解約価額および償還価額から取得費
＊1
を控除した差益は譲渡所得等として、申告分離課税となり、確定申

告を行うことが必要となります。税率は10％（所得税７％および地方税３％）
＊2
となります。当該控除結

果がマイナスの場合は「差損」となり、損益通算の対象となります。（損益通算については後記（ニ）損

益通算についてをご参照ください。）

　　上記にかかわらず、販売会社において源泉徴収ありの特定口座をご利用の場合確定申告は不要となり、

10％（所得税７％および地方税３％）
＊2
の税率で源泉徴収されます。

＊１　個別元本に申込手数料および当該申込手数料にかかる消費税等を加算した額です。
＊２　平成23年12月31日までの税率です。平成24年１月１日からは20％（所得税15％および地方税５％）となる予定です。

 

（ハ）買取請求時
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　　買取価額から取得費を控除した差益は、上記（ロ）一部解約時・償還時と同様の取扱いとなります。当該

控除結果がマイナスの場合は「差損」となり、損益通算の対象となります。（損益通算については後記

（ニ）損益通算についてをご参照ください。）詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

 

（ニ）損益通算について

　　公募株式投資信託（当ファンドを含みます。以下同じ。）の一部解約時、償還時および買取請求時の差損、

ならびにその他の上場株式等
＊
の譲渡損は、一定の条件の下で公募株式投資信託の一部解約時、償還時およ

び買取請求時の差益ならびに収益分配金、ならびにその他の上場株式等の譲渡益および配当金と損益通算

が可能です。また、ある年における損益通算の結果、譲渡益等から控除しきれない損失がある場合は、その

翌年以降３年間当該損失を繰越して、同様の損益通算において控除の対象とすることができます。損益通

算の条件等については、税務専門家（税務署等）または販売会社にご確認ください。
＊　上場株式、上場特定株式投資信託（ＥＴＦ）、上場特定不動産投資信託（ＲＥＩＴ）および公募株式投資信託等をいい

ます。詳しくは税務専門家（税務署等）にお問い合わせください。

 

(b)　法人の受益者に対する課税

　　法人の受益者が支払いを受ける収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに一部解約時および

償還時の個別元本超過額については、７％（所得税７％）
＊
の税率で源泉徴収され法人の受取額となりま

す。なお、地方税の源泉徴収はありません。

　　また、収益分配金のうち課税対象となる普通分配金には益金不算入制度が適用されます。特別分配金は課

税されません。

　　買取請求の詳細は、販売会社にお問い合わせください。
＊　平成23年12月31日までの税率です。平成24年１月１日からは15％（所得税15％）となる予定です。

 

※　課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家（税務署等）に確認することをお勧めいたします。

 

EDINET提出書類

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社(E06264)

有価証券報告書（内国投資信託受益証券）

21/81



５【運用状況】
 
（１）【投資状況】

  （平成22年３月19日現在）

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率(％)

株式 日本 1,365,018,99099.13

現金・預金・その他の資産(負債控除後) － 12,003,3160.87

合計(純資産総額)  1,377,022,306100.00

　（注）投資比率とは、当ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

（２）【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】

       （平成22年３月19日現在）

順
位

国／

地域

種
類

銘柄名 業種 株式数

帳簿価
額

単価

(円)

帳簿価
額

金額

(円)

評価額

単価

(円)

評価額

金額

(円)

投
資
比
率

(％)

1 日本
株
式

大黒天物産 小売業 24,6002,590.0063,714,0002,635.0064,821,000 4.71

2 日本
株
式

日本電波工業 電気機器 26,8001,981.0053,090,8001,900.0050,920,000 3.70

3 日本
株
式

太陽誘電 電気機器 34,0001,272.6843,271,1201,407.0047,838,000 3.47

4 日本
株
式

ＯＢＡＲＡ 電気機器 43,200987.5542,662,160993.0042,897,600 3.12

5 日本
株
式

ｎｇｉ　ｇｒｏｕｐ サービス業 78739,041.5030,725,66554,400.0042,812,800 3.11

6 日本
株
式

第一稀元素化学工業 化学 11,3003,250.0036,725,0003,125.0035,312,500 2.56

7 日本
株
式

あさひ 小売業 22,2001,438.0031,923,6001,534.0034,054,800 2.47

8 日本
株
式

安川電機 電気機器 42,000759.3331,892,159802.0033,684,000 2.45

9 日本
株
式

矢作建設工業 建設業 52,000512.0026,624,000547.0028,444,000 2.07

10 日本
株
式

サイバーエージェント サービス業 154152,063.4823,417,775180,100.0027,735,400 2.01

11 日本
株
式

アドウェイズ サービス業 210115,700.0024,297,000129,100.0027,111,000 1.97

12 日本
株
式

サンケン電気 電気機器 76,000305.1323,189,880344.0026,144,000 1.90

13 日本
株
式

新晃工業 機械 79,000307.0024,253,000329.0025,991,000 1.89

14 日本
株
式

大崎電気工業 電気機器 31,000783.0024,273,000825.0025,575,000 1.86

15 日本
株
式

スミダコーポレーション 電気機器 24,300813.8819,777,284991.0024,081,300 1.75
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16 日本
株
式

ニコン 精密機器 11,6002,038.8323,650,4282,031.0023,559,600 1.71

17 日本
株
式

東洋電機製造 電気機器 35,000597.0020,895,000638.0022,330,000 1.62

18 日本
株
式

日立ハイテクノロジーズ 卸売業 11,1001,821.0020,213,1001,943.0021,567,300 1.57

19 日本
株
式

富士通ゼネラル 電気機器 50,000374.0018,700,000419.0020,950,000 1.52

20 日本
株
式

古河電気工業 非鉄金属 43,000438.7918,867,993486.0020,898,000 1.52

21 日本
株
式

五洋建設 建設業 159,000115.7718,408,657130.0020,670,000 1.50

22 日本
株
式

日本電気 電気機器 77,000252.4919,442,368264.0020,328,000 1.48

23 日本
株
式

セントラル硝子 化学 47,000408.1419,182,816430.0020,210,000 1.47

24 日本
株
式

シークス 卸売業 15,8001,003.0015,847,4001,143.0018,059,400 1.31

25 日本
株
式

日本電産トーソク 輸送用機器 12,7001,346.0017,094,2001,397.0017,741,900 1.29

26 日本
株
式

ミクシィ サービス業 30582,118.7617,463,563582,000.0017,460,000 1.27

27 日本
株
式

ニューフレアテクノロジー 機械 150115,400.0017,310,000114,700.0017,205,000 1.25

28 日本
株
式

扶桑化学工業 化学 8,0002,100.0016,800,0002,150.0017,200,000 1.25

29 日本
株
式

日特エンジニアリング 機械 27,300526.0014,359,800617.0016,844,100 1.22

30 日本
株
式

東洋炭素 ガラス・土石製品 3,3004,708.2515,537,2255,090.0016,797,000 1.22

 

種類別及び業種別投資比率

（平成22年３月19日現在）

種類 国内／外国 業種 投資比率（％）

株式 国内 建設業 3.57

  食料品 0.27

  繊維製品 0.50

  化学 7.51

  医薬品 1.85

  ガラス・土石製品 1.70

  鉄鋼 1.63

  非鉄金属 4.30

  金属製品 0.24

  機械 6.79

  電気機器 36.95

  輸送用機器 1.87

  精密機器 1.71

  空運業 0.61
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  情報・通信業 2.37

  卸売業 4.64

  小売業 9.53

  保険業 1.22

  その他金融業 1.31

  不動産業 1.33

  サービス業 9.23

合計   99.13

 

②【投資不動産物件】

該当事項はありません。

 

③【その他投資資産の主要なもの】

該当事項はありません。
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（３）【運用実績】

①【純資産の推移】

　平成22年３月19日および同日前１年以内における各月末ならびに下記計算期間末の純資産の推移は

次の通りです。

期 年月日
純資産総額
（百万円）
（分配落）

純資産総額
（百万円）
（分配付）

１口当たり
純資産額
（円）
（分配落）

１口当たり
純資産額
（円）
（分配付）

２期 (平成12年８月17日) 8,672 8,672 0.8715 0.8715

３期 (平成13年２月19日) 5,324 5,324 0.6463 0.6463

４期 (平成13年８月17日) 4,501 4,501 0.6082 0.6082

５期 (平成14年２月18日) 3,638 3,638 0.5587 0.5587

６期 (平成14年８月19日) 3,515 3,515 0.5910 0.5910

７期 (平成15年２月17日) 3,121 3,121 0.5628 0.5628

８期 (平成15年８月18日) 3,421 3,421 0.7069 0.7069

９期 (平成16年２月17日) 3,764 3,764 0.8951 0.8951

10期 (平成16年８月17日) 3,537 3,537 1.0907 1.0907

11期 (平成17年２月17日) 3,384 3,384 1.1888 1.1888

12期 (平成17年８月17日) 3,125 3,243 1.3161 1.3661

13期 (平成18年２月17日) 3,363 3,363 1.6274 1.6274

14期 (平成18年８月17日) 3,092 3,092 1.5914 1.5914

15期 (平成19年２月19日) 2,945 2,945 1.7302 1.7302

16期 (平成19年８月17日) 2,277 2,283 1.5638 1.5678

17期 (平成20年２月18日) 1,898 1,898 1.5341 1.5341

18期 (平成20年８月18日) 1,623 1,623 1.4120 1.4120

19期 (平成21年２月17日) 1,074 1,074 0.9883 0.9883

20期 (平成21年８月17日) 1,592 1,612 1.5737 1.5937

21期 (平成22年２月17日) 1,323 1,323 1.4135 1.4135

 平成21年３月末日 1,148 － 1.0592 －

 平成21年４月末日 1,339 － 1.2426 －

 平成21年５月末日 1,476 － 1.3858 －

 平成21年６月末日 1,629 － 1.5488 －

 平成21年７月末日 1,629 － 1.5914 －

 平成21年８月末日 1,601 － 1.5949 －

 平成21年９月末日 1,501 － 1.5705 －

 平成21年10月末日 1,444 － 1.5203 －

 平成21年11月末日 1,283 － 1.3533 －

 平成21年12月末日 1,356 － 1.4455 －

 平成22年１月末日 1,344 － 1.4341 －

 平成22年２月末日 1,311 － 1.4067 －

 平成22年３月19日 1,377 － 1.4899 －
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②【分配の推移】

期 １口当たり分配金（円）

２期 0.0000

３期 0.0000

４期 0.0000

５期 0.0000

６期 0.0000

７期 0.0000

８期 0.0000

９期 0.0000

10期 0.0000

11期 0.0000

12期 0.0500

13期 0.0000

14期 0.0000

15期 0.0000

16期 0.0040

17期 0.0000

18期 0.0000

19期 0.0000

20期 0.0200

21期 0.0000
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③【収益率の推移】

期 収益率（％）

２期 △53.7

３期 △25.8

４期 △5.9

５期 △8.1

６期 5.8

７期 △4.8

８期 25.6

９期 26.6

10期 21.9

11期 9.0

12期 14.9

13期 23.7

14期 △2.2

15期 8.7

16期 △9.4

17期 △1.9

18期 △8.0

19期 △30.0

20期 61.3

21期 △10.2

　（注）収益率とは計算期間末の基準価額（分配付）から当該計算期間の直前の計算期間末の基準価額（分配落）（以下「前期
末基準価額」といいます。）を控除した額を前期末基準価額で除したものです。
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第二部【ファンドの詳細情報】
 

第１【ファンドの沿革】

　平成11年８月17日　　信託契約締結、当ファンドの設定・運用開始

 

第２【手続等】
 

１【申込（販売）手続等】

　　当ファンドの申込期間は平成19年11月16日で終了しており、現在、取得申込みの受付はしていないため、該

当事項はありません。

 

２【換金（解約）手続等】
 

①　換金方法

　　原則として、毎営業日に販売会社にて受付けます。

　　換金の方法は、解約請求による場合と買取請求による場合の２つがあります。

 

②　換金価格

(a)解約請求

　　換金申込日の基準価額とします。
（換金にかかる課税については、「第一部　ファンド情報　第１　ファンドの状況　４　手数料等及び税金　(5)課税上の
取扱い」をご参照ください。）

(b)買取請求

　　換金申込日の基準価額から販売会社にかかる源泉徴収税額に相当する金額を差し引いた金額としま

す。（当該源泉徴収税額に相当する金額の控除は免除される場合があります。）
（換金にかかる課税については、「第一部　ファンド情報　第１　ファンドの状況　４　手数料等及び税金　(5)課税上の
取扱い」をご参照ください。）

 

　　換金価格は、毎営業日に計算され、販売会社に問合わせることにより知ることができます。

 

　　販売会社に関しては、下記の照会先までお問合わせください。

　　照会先：

　　ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社

　　TEL：０３－６７３６－２３５０

　　（受付時間は営業日の午前９時～午後５時）

　　HPアドレス：http://www.jpmorganasset.co.jp

 

　　解約請求・買取請求共、換金時に手数料はかかりません。

 

③　換金単位

　　販売会社が定める単位とします。

 

④　受渡方法

(a)換金代金の支払いについて

　　原則として換金申込日から起算して４営業日目から、販売会社の本・支店等においてお支払いいたし

ます。

(b)受益権の引渡しについて

＜解約請求の場合＞

　　当ファンドの受益権は振替受益権のため、換金の申込みを行う受益者は、その口座が開設されている振

替機関等に対して当該受益者の請求に係る当ファンドの信託契約の一部解約の通知を委託会社が行う

のと引き換えに、販売会社を通じて当該一部解約に係る受益権の口数と同口数の抹消の申請を行うも
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のとし、社振法の規定にしたがい当該振替機関等の口座において当該口数の減少を記載または記録す

ることにより、受益権の引渡しが行われます。なお、換金の申込みは振替受益権をもって行うものとし

ます。当ファンドが振替受益権化される以前に発行された当ファンドの受益証券をお手許で保有され

ている方は、換金のお申込みに際して個別に振替受益権とするための所要の手続が必要であり、この手

続には時間を要しますのでご留意ください。
≪買取請求については、販売会社にお問い合わせください。≫

 

⑤　受付時間

　　原則として午後３時までとします。ただし、販売会社によっては受付時間が異なる場合があります。詳しく

は、販売会社にお問い合わせください。

 

⑥　換金の中止

　　有価証券が取引される市場における取引の停止、外国為替取引の停止、その他やむを得ない事情があると

きは、換金申込みの受付が中止される場合があります。その場合には、受益者は当該受付けの中止以前に

行った当日の換金申込みを撤回できます。ただし、受益者がその換金申込みを撤回しない場合には、その換

金申込みは当該受付中止を解除した後の最初の基準価額の計算日にその換金申込みを受付けたものとし

て取扱うこととします。

 

第３【管理及び運営】
 

１【資産管理等の概要】

（１）【資産の評価】

　　受益権１口当たりの純資産価額（基準価額）は、原則として各営業日に委託会社が計算します。受益権１

口当たりの純資産価額は、信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券を除きます。）を法令および

社団法人投資信託協会規則に従って時価評価して得た信託財産の資産総額から負債総額を控除した金額

を、計算日における受益権総口数で除した金額をいいます。なお、便宜上１万口当たりに換算した価額で表

示することがあります。

　信託財産に属する外貨建資産の円換算は、原則として、わが国における計算日の対顧客電信売買相場の仲値

によって計算し、外国為替予約の評価は、原則として、わが国における計算日の対顧客先物売買相場の仲値

によって計算します。

　受益権１万口当たりの基準価額は、販売会社に問い合わせることにより知ることができます。また、受益権

１万口当たりの基準価額は、原則として計算日の翌日付の日本経済新聞朝刊に掲載されます。

 

　　販売会社に関しては、下記の照会先までお問合わせください。

　　照会先：

　　ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社

　　TEL：０３－６７３６－２３５０

　　（受付時間は営業日の午前９時～午後５時）

　　HPアドレス：http://www.jpmorganasset.co.jp

 

（２）【保管】

　　該当事項はありません。

 

（３）【信託期間】

　　無期限です。

　　ただし、後記「(5)その他　①信託の終了等」に記載する特定の場合には、信託は終了します。

 

（４）【計算期間】

　　当ファンドの計算期間は、毎年８月18日から翌年２月17日まで、および２月18日から８月17日までとしま

す。
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　　ただし、計算期間終了日に該当する日（以下「該当日」といいます。）が休業日のとき、計算期間終了日

は、該当日の翌営業日とし、その翌日より次の計算期間が開始されるものとします。

　　なお、計算期間終了日を「決算日」ということがあり、上記より当ファンドの決算日は原則として毎年２

月17日および８月17日（該当日が休業日の場合は翌営業日）となります。

 

（５）【その他】

①　信託の終了等

(a)　信託契約の解約

a.　委託会社は、受益権の総口数が10億口を下回ることとなった場合、当ファンドの信託契約を解約

することが受益者のため有利であると認める場合、またはやむを得ない事情が発生した場合は、受

託会社と合意のうえ、当ファンドの信託契約を解約し、信託を終了させることができます。この場

合において、委託会社はあらかじめ解約しようとする旨を監督官庁に届け出ます。

b.　委託会社は、前記a.の場合において、あらかじめ、解約しようとする旨を公告し、かつ、その旨を記

載した書面を知れている受益者に対し交付します。ただし、全ての受益者に対して書面を交付した

ときは、原則として、公告を行いません。

c.　前記b.の公告および書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託会社に対し異議を述

べるべき旨を付記します。なお、一定の期間は一月を下らないものとします。

d.　前記c.の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の二分の一を超

えるときは、前記a.の信託契約の解約をしません。

e.　委託会社は、前記d.により当ファンドの信託契約の解約をしないこととしたときは、解約しない

旨およびその理由を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面を知れている受益者に対して交付

します。ただし、全ての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を行いません。

f.　前記c.からe.までの規定は、信託財産の状態に照らし、真にやむを得ない事情が生じている場合

であって、前記c.の一定の期間が一月を下らないこととすることが困難な場合には適用しません。

　　（注）　委託会社が受益者に対してする公告は、日本経済新聞に掲載します。

(b)　信託契約に関する監督官庁の命令

　　委託会社は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたときは、その命令にしたがい、当

ファンドの信託契約を解約し信託を終了させます。また、委託会社は、監督官庁の命令に基づいて

信託約款を変更しようとするときは、後記「②信託約款の変更」の規定にしたがいます。

(c)　委託会社の登録取消に伴う取扱い

　　委託会社が監督官庁より登録の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止したときは、委

託会社は、当ファンドを解約し信託を終了させるものとします。ただし、監督官庁が当ファンドの

信託契約に関する委託会社の業務を他の委託会社に引き継ぐことを命じたときは、後記「②信託

約款の変更」で受益者による反対が受益権総口数の二分の一を超える場合を除き、当ファンドは

その委託会社と受託会社との間において存続します。

(d)　委託会社の事業の譲渡および承継に伴う取扱い

　　委託会社は、事業の全部または一部を譲渡することがあり、これに伴い、当ファンドの信託契約に

関する事業を譲渡することがあります。また、委託会社は、分割により事業の全部または一部を承

継させることがあり、これに伴い、当ファンドの信託契約に関する事業は承継されることがありま

す。

(e)　受託会社の辞任および解任に伴う取扱い

　　受託会社は、委託会社の承諾を受けてその任務を辞任することができます。受託会社がその任務に背

いた場合、その他重要な事由が生じたときは、委託会社または受益者は、裁判所に受託会社の解任を

請求することができます。受託会社が辞任した場合、または裁判所が受託会社を解任した場合、委託

会社は、後記「②信託約款の変更」の規定にしたがい、新受託会社を選任します。ただし、委託会社

は、新受託会社を選任できないときは、当ファンドの信託契約を解約し、信託を終了させます。

 

②　信託約款の変更
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(a)　委託会社は、受益者の利益のため必要と認めるとき、またはやむを得ない事情が発生したときは、受

託会社と合意のうえ、当ファンドの信託約款を変更することができるものとし、あらかじめ変更しよ

うとする旨およびその内容を監督官庁に届け出ます。

(b)　委託会社は、前記(a)の変更のうち、その内容が重大なものについて、あらかじめ変更しようとする

旨およびその内容を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面を知れている受益者に対して交付し

ます。ただし、全ての受益者に対して書面を交付したときは、原則として公告を行いません。

(c)　前記(b)の公告および書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託会社に対し異議を述

べるべき旨を付記します。なお、一定の期間は一月を下らないものとします。

(d)　前記(c)の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の二分の一を超え

るときは、前記(a)の信託約款の変更をしません。

(e)　委託会社は、前記(d)により信託約款の変更をしないこととしたときは、変更しない旨およびその理

由を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面を知れている受益者に対して交付します。ただし、全

ての受益者に対して書面を交付したときは、原則として公告を行いません。

(f)　委託会社は、監督官庁の命令に基づいて当ファンドの信託約款を変更しようとするときは、上記(a)

から(e)までの規定にしたがいます。

　　（注）　委託会社が受益者に対してする公告は、日本経済新聞に掲載します。

 

③　運用報告書

　　委託会社は、当ファンドについて、計算期間終了日毎および償還時の運用経過、信託財産の内容、有価証券

の売買状況などを記載した運用報告書を作成し、知れている受益者に対して販売会社を通して交付しま

す。

 

④　関係会社との契約の更新等に関する手続について

　　委託会社と販売会社との間の募集等の取扱い等に関する契約において、有効期間満了の３ヵ月前までに、

当事者のいずれからも何らの意思表示がないときは、自動的に１年間更新されるものとし、自動延長後の

取扱いについてもこれと同様とするとされています。委託会社と販売会社との間の当該契約は、かかる規

定に従って自動更新され、現在に至っています。当ファンドの受益権の募集等の取扱い等も当該契約に基

づいています。

 

２【受益者の権利等】

　当ファンドの受益権は、その取得申込口数に応じて、取得申込者に帰属します。この受益権は、信託の日時

を異にすることにより差異を生ずることはありません。

　受益者の有する主な権利は次のとおりです。

(1)　収益分配金の請求権

　受益者は、当ファンドにかかる収益の分配を持分に応じて請求する権利を有します。

　収益分配金は、毎計算期間終了日後１ヵ月以内の委託会社の指定する日（原則として毎計算期間終了日

から起算して５営業日目）までに、毎計算期間終了日において振替機関等の口座簿に記載または記録さ

れている受益者（当該収益分配金にかかる計算期間終了日以前において一部解約が行われた受益権にか

かる受益者を除きます。また、当該収益分配金にかかる計算期間終了日以前に設定された受益権で取得申

込代金支払前のため販売会社の名義で記載または記録されている受益権については原則として取得申込

者とします。）に支払いを開始します。ただし、受益者が、時効前の収益分配金にかかる収益分配金交付票

（当ファンドが振替受益権化される以前に発行されたもの）を保有している場合には、その収益分配金

交付票と引換えに当該収益分配金を受益者にお支払いします。また、「自動けいぞく投資契約」に基づい

て収益分配金を再投資する受益者に対しては、原則として毎計算期間終了日の翌営業日に、収益分配金が

販売会社に交付され、販売会社は、受益者に対し遅滞なく収益分配金の再投資にかかる受益権の売付を行

います。当該再投資により増加した受益権は、振替口座簿に記載または記録されます。収益分配金の支払

いは、販売会社において行うものとします。

　収益分配金の請求権は、支払開始日から５年間その支払を請求しないときは、その権利を失い、受託会社
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から交付を受けた金銭は委託会社に帰属します。

(2)　償還金の請求権

　受益者は、償還金を持分に応じて委託会社に請求する権利を有します。

　償還金は、信託終了後１ヵ月以内の委託会社の指定する日（原則として償還日(償還日が休業日の場合

は当該償還日の翌営業日)から起算して５営業日目）までに、信託終了日において振替機関等の口座簿に

記載または記録されている受益者（信託終了日以前において一部解約が行われた受益権にかかる受益者

を除きます。また、当該信託終了日以前に設定された受益権で取得申込代金支払前のため販売会社の名義

で記載または記録されている受益権については原則として取得申込者とします。）に支払いを開始しま

す。当該受益者は、その口座が開設されている振替機関等に対して委託会社が当ファンドの償還の通知を

するのと引き換えに、販売会社を通じて当該償還に係る受益権の口数と同口数の抹消の申請を行うもの

とし、社振法の規定にしたがい当該振替機関等の口座において当該口数の減少の記載または記録が行わ

れます。当ファンドが振替受益権化される以前に発行された当ファンドの受益証券を保有している受益

者に対しては、償還金は、信託終了日後１ヵ月以内の委託会社の指定する日から当該受益証券と引き換え

に当該受益者に支払われます。償還金の支払いは、販売会社において行うものとします。

　受益者が、償還金について上記に規定する支払開始日から10年間その支払いを請求しないときは、その

権利を失い、受託会社から交付を受けた金銭は、委託会社に帰属するものとします。

(3)　受益権の一部解約の実行請求権および買取請求権

　受益者は、受益権の一部解約の実行を、委託会社に請求する権利を有し、また受益権の買取を販売会社に

請求する権利を有します。

(4)　反対者の買取請求権

　当ファンドの信託契約の解約または信託約款の重大な内容の変更を行う場合において、一定の期間内に

委託会社に対して異議を述べた受益者は、受託会社に対し、自己に帰属する受益権を信託財産をもって買

取るべき旨を請求することができます。この買取請求権の内容および買取請求の手続きに関する事項は、

前述の「１　資産管理等の概要　(5)その他　①信託の終了等」または「②信託約款の変更」に規定する公

告または書面に付記します。

(5)　帳簿の閲覧権

　受益者は委託会社に対し、その営業時間内に当該受益者にかかる信託財産に関する帳簿書類の閲覧また

は謄写を請求することができます。
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第４【ファンドの経理状況】
 

１．　当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令

第59号）並びに同規則第２条の２の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理

府令第133号）に基づき作成しております。

　なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

 

２．　当ファンドの計算期間は６ヵ月であるため、財務諸表は６ヵ月毎に作成しております。

 

３．　当ファンドは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第20期計算期間（平成21年２月18

日から平成21年８月17日まで）及び第21期計算期間（平成21年８月18日から平成22年２月17日まで）

の財務諸表について、あらた監査法人による監査を受けております。
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１【財務諸表】
【ＪＦジャパン・オープン】
（１）【貸借対照表】

（単位：円）

第20期
(平成21年８月17日現在)

第21期
(平成22年２月17日現在)

資産の部

流動資産

金銭信託 － 209,348

コール・ローン 54,598,654 62,006,256

株式 1,561,740,550 1,292,358,300

未収入金 27,095,578 83,124,998

未収配当金 776,500 1,904,212

未収利息 74 84

流動資産合計 1,644,211,356 1,439,603,198

資産合計 1,644,211,356 1,439,603,198

負債の部

流動負債

未払金 14,888,289 103,633,220

未払収益分配金 20,238,200 －

未払解約金 4,229,918 －

未払受託者報酬 719,469 745,969

未払委託者報酬 11,511,405 11,935,381

その他未払費用 143,833 149,135

流動負債合計 51,731,114 116,463,705

負債合計 51,731,114 116,463,705

純資産の部

元本等

元本 ※1
 1,011,910,000

※1
 936,100,000

剰余金

期末剰余金又は期末欠損金（△） 580,570,242 387,039,493

（分配準備積立金） 603,362,939 558,160,994

元本等合計 1,592,480,242 1,323,139,493

純資産合計 1,592,480,242 1,323,139,493

負債純資産合計 1,644,211,356 1,439,603,198
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（２）【損益及び剰余金計算書】
（単位：円）

第20期
(自　平成21年２月18日
　至　平成21年８月17日)

第21期
(自　平成21年８月18日
　至　平成22年２月17日)

営業収益

受取配当金 10,119,970 6,789,562

受取利息 4,478 13,005

有価証券売買等損益 648,723,429 △145,276,384

その他収益 151 2,739

営業収益合計 658,848,028 △138,471,078

営業費用

受託者報酬 719,469 745,969

委託者報酬 11,511,405 11,935,381

その他費用 143,833 149,135

営業費用合計 12,374,707 12,830,485

営業利益又は営業損失（△） 646,473,321 △151,301,563

経常利益又は経常損失（△） 646,473,321 △151,301,563

当期純利益又は当期純損失（△） 646,473,321 △151,301,563

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額又は一部解
約に伴う当期純損失金額の分配額（△）

33,873,138 △1,265,210

期首剰余金又は期首欠損金（△） △12,672,225 580,570,242

剰余金増加額又は欠損金減少額 880,484 －

当期一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減
少額

880,484 －

剰余金減少額又は欠損金増加額 － 43,494,396

当期一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増
加額

－ 43,494,396

分配金 ※1
 20,238,200

※1
 －

期末剰余金又は期末欠損金（△） 580,570,242 387,039,493
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（３）【注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

区分
第20期

（自　平成21年２月18日
　　至　平成21年８月17日）

第21期
（自　平成21年８月18日
　　至　平成22年２月17日）

有価証券の評価
基準及び評価方
法

株式
　移動平均法に基づき、以下のとおり原則
として時価で評価しております。

株式
　移動平均法に基づき、以下のとおり原則
として時価で評価しております。

 (1)金融商品取引所等に上場されている
有価証券
　金融商品取引所等に上場されている
有価証券は、原則として金融商品取引
所等における計算期間末日の最終相場
（外貨建証券の場合は計算期間末日に
おいて知りうる直近の最終相場）で評
価しております。
　計算期間末日に当該金融商品取引所
等の最終相場がない場合には、当該金
融商品取引所等における直近の日の最
終相場で評価しておりますが、直近の
日の最終相場によることが適当でない
と認められた場合は、当該金融商品取
引所等における計算期間末日又は直近
の日の気配相場で評価しております。

(1)金融商品取引所等に上場されている
有価証券
　同左

 (2)金融商品取引所等に上場されていな
い有価証券
　当該有価証券については、原則とし
て、日本証券業協会発表の売買参考統
計値（平均値）、金融機関の提示する
価額（ただし、売気配相場は使用しな
い）又は価格提供会社の提供する価額
のいずれかから入手した価額で評価し
ております。

(2)金融商品取引所等に上場されていな
い有価証券
　同左

 (3)時価が入手できなかった有価証券
　適正な評価額を入手できなかった場
合又は入手した評価額が時価と認定で
きない事由が認められた場合は、委託
会社が忠実義務に基づいて合理的事由
をもって時価と認めた価額もしくは受
託者と協議のうえ両者が合理的事由を
もって時価と認めた価額で評価してお
ります。

(3)時価が入手できなかった有価証券
　同左
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（貸借対照表に関する注記）

区分
第20期

(平成21年８月17日現在)
第21期

(平成22年２月17日現在)

※１信託財産に係る期首元本額、期中追加
設定元本額及び期中解約元本額

  

期首元本額 1,087,470,000円 1,011,910,000円

期中追加設定元本額 －円 －円

期中一部解約元本額 75,560,000円 75,810,000円

※２計算期間末日における受益権の総数 1,011,910,000口 936,100,000口

 

（損益及び剰余金計算書に関する注記）

区分
第20期

(自　平成21年２月18日
　至　平成21年８月17日)

第21期
(自　平成21年８月18日
　至　平成22年２月17日)

※１分配金の計算過程   

費用控除後の配当等収益額 9,285,135円 －円

費用控除後・繰越欠損金補填後
の有価証券売買等損益額

－円 －円

収益調整金額 156,544,346円 144,816,562円

分配準備積立金額 614,316,004円 558,160,994円

当ファンドの分配対象収益額 780,145,485円 702,977,556円

当ファンドの期末残存口数 1,011,910,000口 936,100,000口

1万口当たり収益分配対象額 7,709.63円 7,509.64円

1万口当たり分配金額 200円 －円

収益分配金金額 20,238,200円 －円

 

（有価証券に関する注記）

　売買目的有価証券

種類

第20期
（平成21年８月17日現在）

第21期
（平成22年２月17日現在）

 
貸借対照表計上額

（円）

当計算期間の損益
に含まれた評価差
額（円）

 
貸借対照表計上額

（円）

当計算期間の損益
に含まれた評価差
額（円）

株式 1,561,740,550291,366,6211,292,358,300△32,646,554

合計 1,561,740,550291,366,6211,292,358,300△32,646,554

 

（デリバティブ取引等に関する注記）

　該当事項はありません。

 

（関連当事者との取引に関する注記）

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社(E06264)

有価証券報告書（内国投資信託受益証券）

37/81



（１口当たり情報に関する注記）

区分
第20期

(平成21年８月17日現在)
第21期

(平成22年２月17日現在)

１口当たりの純資産額 1.5737円 1.4135円

(１万口当たりの純資産額) (15,737円) (14,135円)

 

（４）【附属明細表】

第１　有価証券明細表（平成22年２月17日現在）

（イ）株式

通貨 銘柄 株式数 評価額単価 評価額金額 備考

日本円 太平工業 13,000 401.00 5,213,000 

 矢作建設工業 52,000 512.00 26,624,000 

 焼津水産化学工業 3,800 1,075.00 4,085,000 

 昭和電工 67,000 182.00 12,194,000 

 関東電化工業 40,000 650.00 26,000,000 

 電気化学工業 31,000 371.00 11,501,000 

 第一稀元素化学工業 11,300 3,250.00 36,725,000 

 ステラ　ケミファ 3,800 4,190.00 15,922,000 

 扶桑化学工業 8,000 2,100.00 16,800,000 

 ニフコ 3,100 2,016.00 6,249,600 

 そーせいグループ 101 123,400.00 12,463,400 

 キャンバス 7,800 1,660.00 12,948,000 

 ＭＡＲＵＷＡ 3,800 1,980.00 7,524,000 

 古河電気工業 43,000 433.00 18,619,000 

 オーナンバ 25,000 501.00 12,525,000 

 川田テクノロジーズ 2,000 1,680.00 3,360,000 

 日特エンジニアリング 27,300 526.00 14,359,800 

 ディスコ 3,000 5,190.00 15,570,000 

 エフオーアイ 14,800 811.00 12,002,800 

 ニューフレアテクノロジー 150 115,400.00 17,310,000 

 ワイエイシイ 16,500 604.00 9,966,000 

 ＴＯＷＡ 11,600 721.00 8,363,600 

 新晃工業 100,000 307.00 30,700,000 

 富士電機ホールディングス 62,000 209.00 12,958,000 

 東洋電機製造 39,000 597.00 23,283,000 

 芝浦メカトロニクス 56,000 318.00 17,808,000 

 ダイヘン 39,000 379.00 14,781,000 

 田淵電機 19,000 158.00 3,002,000 

 日新電機 30,000 439.00 13,170,000 

 大崎電気工業 31,000 783.00 24,273,000 

 エルピーダメモリ 10,700 1,634.00 17,483,800 

 サンケン電気 26,000 264.00 6,864,000 

 ＮＥＣエレクトロニクス 18,000 800.00 14,400,000 

 日本信号 27,300 816.00 22,276,800 

 富士通ゼネラル 52,000 374.00 19,448,000 

 パイオニア 58,800 348.00 20,462,400 

 日本電波工業 28,600 1,981.00 56,656,600 

 東光 50,000 120.00 6,000,000 
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通貨 銘柄 株式数 評価額単価 評価額金額 備考

 スミダコーポレーション 6,100 762.00 4,648,200 

 新電元工業 83,000 259.00 21,497,000 

 メガチップス 100 1,190.00 119,000 

 光波 1,100 719.00 790,900 

 ＯＢＡＲＡ 30,800 991.00 30,522,800 

 三社電機製作所 33,000 347.00 11,451,000 

 フェローテック 9,300 1,060.00 9,858,000 

 コーセル 5,500 1,200.00 6,600,000 

 ジオマテック 12,800 895.00 11,456,000 

 イリソ電子工業 3,200 1,477.00 4,726,400 

 レーザーテック 4,100 1,328.00 5,444,800 

 東光電気 12,000 593.00 7,116,000 

 日本セラミック 9,600 1,103.00 10,588,800 

 新神戸電機 11,000 854.00 9,394,000 

 芝浦電子 2,500 1,050.00 2,625,000 

 大真空 6,000 360.00 2,160,000 

 日本インター 6,300 210.00 1,323,000 

 太陽誘電 31,000 1,265.00 39,215,000 

 指月電機製作所 19,000 369.00 7,011,000 

 大日本スクリーン製造 85,000 447.00 37,995,000 

 東京エレクトロン 3,200 5,770.00 18,464,000 

 河西工業 19,000 314.00 5,966,000 

 日本電産トーソク 12,700 1,346.00 17,094,200 

 ブイ・テクノロジー 22 575,000.00 12,650,000 

 ニコン 12,000 2,039.00 24,468,000 

 スカイマーク 31,900 401.00 12,791,900 

 デジタルハーツ 77 129,900.00 10,002,300 

 ソケッツ 1,900 1,884.00 3,579,600 

 ドリコム 7 544,000.00 3,808,000 

 アクロディア 57 96,500.00 5,500,500 

 ＡＱインタラクティブ 70 117,400.00 8,218,000 

 テクノアルファ 54 135,000.00 7,290,000 

 黒田電気 7,000 1,264.00 8,848,000 

 シークス 18,200 1,003.00 18,254,600 

 日立ハイテクノロジーズ 12,800 1,821.00 23,308,800 

 イノテック 35,400 495.00 17,523,000 

 大黒天物産 24,600 2,590.00 63,714,000 

 ジェイアイエヌ 17,000 423.00 7,191,000 

 ＭｏｎｏｔａＲＯ 6,100 1,275.00 7,777,500 

 あさひ 22,200 1,438.00 31,923,600 

 トリドール 152 166,400.00 25,292,800 

 一建設 1,900 3,300.00 6,270,000 

 ベストブライダル 70 263,500.00 18,445,000 

 ファンコミュニケーションズ 200 104,100.00 20,820,000 

 フュートレック 84 90,900.00 7,635,600 

 アドウェイズ 210 115,700.00 24,297,000 

 ｎｇｉ　ｇｒｏｕｐ 603 38,100.00 22,974,300 

 サイバーエージェント 157 151,700.00 23,816,900 

小計 銘柄数： 86  1,292,358,300 
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通貨 銘柄 株式数 評価額単価 評価額金額 備考

 組入時価比率： 97.7%  100.0% 

      

合計    1,292,358,300 

（注）比率は左より組入時価の純資産に対する比率、および各通貨計欄の合計金額に対する比率であります。

 

（ロ）株式以外の有価証券

該当事項はありません。

 

第２　信用取引契約残高明細表

該当事項はありません。

 

第３　デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表

該当事項はありません。
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２【ファンドの現況】

【純資産額計算書】

  （平成22年３月19日現在）

 種類 金額 単位

 Ⅰ　資産総額 1,470,404,514円

 Ⅱ　負債総額 93,382,208円

 Ⅲ　純資産総額(Ⅰ－Ⅱ) 1,377,022,306円

 Ⅳ　発行済口数 924,240,000口

 Ⅴ　１口当たり純資産額(Ⅲ／Ⅳ) 1.4899円

 

第５【設定及び解約の実績】

下記計算期間中の設定および解約の実績ならびに当該計算期間末の残存口数は次の通りです。

期 設定口数（口） 解約口数（口） 残存口数（口）

２期 1,158,680,0007,586,110,0009,950,560,000

３期 370,560,000 2,081,740,0008,239,380,000

４期 285,420,000 1,123,970,0007,400,830,000

５期 180,590,000 1,068,020,0006,513,400,000

６期 12,370,000 576,330,0005,949,440,000

７期 155,860,000 558,610,0005,546,690,000

８期 340,000 706,380,0004,840,650,000

９期 25,850,000 660,370,0004,206,130,000

10期 11,140,000 973,420,0003,243,850,000

11期 10,470,000 406,960,0002,847,360,000

12期 1,340,000 474,160,0002,374,540,000

13期 12,870,000 320,820,0002,066,590,000

14期 18,800,000 142,120,0001,943,270,000

15期 1,300,000 242,450,0001,702,120,000

16期 4,580,000 250,470,0001,456,230,000

17期 100,000 218,850,0001,237,480,000

18期 － 87,840,000 1,149,640,000

19期 － 62,170,000 1,087,470,000

20期 － 75,560,000 1,011,910,000

21期 － 75,810,000 936,100,000

　（注）設定口数、解約口数は、全て本邦内におけるものです。
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第三部【特別情報】
 

第１【委託会社等の概況】
１【委託会社等の概況】
 

①　資本金の額（有価証券報告書提出日現在）

資本金の額 2,218百万円

会社が発行する株式の総数 70,000株

発行済株式総数 56,265株

 

②　会社の意思決定機構

　取締役会は、会社の業務執行上重要な事項を決定し、その決議は、取締役の過半数が出席し、その出席取締

役の過半数をもって行われます。

　取締役は、株主総会において選任され、任期は選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会の終結の時までとします。増員により、または補欠として選任された取締役の任期は、他

の在任取締役の任期の満了する時までとします。

　また、リスク管理上の重要な事項（法令上取締役会の決議事項とされているものを除く）の決議または審

議することを目的とする機関として、リスク・コミッティーがあります。

 

③　投資運用の意思決定機構

（イ）ＪＦ運用本部

 
①　ＪＦ運用本部は、ＪＦストラテジーまたは行動ファイナンス・ストラテジーに基づいた運用を行いま

す。

②　ＪＦ運用本部では、運用業務遂行上必要と認められる諸会議を開催します。各会議にて、ＪＦストラテ

ジーまたは行動ファイナンス・ストラテジーに基づいた国内外株式、その他資産の運用戦略の方向性を

決定します。

③　ＪＦジャパン・ポートフォリオ・グループは、ＪＦ日本株式ストラテジーに基づき主に国内株式の運用
戦略の方向性を決定し、その内容を自らの投資判断のガイドラインとして利用します。

④　行動ファイナンス・グループは、行動ファイナンス・ストラテジーに基づき主に国内外の株式の運用戦
略の方向性を決定し、その内容を自らの投資判断のガイドラインとして利用します。

⑤　グローバル・エクイティーズ・チームは、「ＪＰモルガン・アセット・マネジメント」グループの各

ポートフォリオ・マネジャーと情報交換し外国株式の運用に利用します。

⑥　クライアント・ポートフォリオ・マネジメント・チームは、ＪＦ運用本部の国内株式運用や海外関係会
社に運用を委託しているＪＦストラテジーによる外国株式運用について、関係各部署と連携し、顧客、投
資家、販売会社及びコンサルタント会社への商品内容説明、販売支援および新商品の企画立案等に関する
事項を行います。
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⑦　エクイティ・トレーディング本部は、ポートフォリオ・マネジャーの投資判断を受け、有価証券等の売
買を執行します。

⑧　運用分析室は、顧客報告のためにポートフォリオの分析および評価を行うとともに、ＪＦ運用本部およ

び、運用部門から独立しているインベストメント・ダイレクターにもその情報を提供します。

⑨　ポートフォリオ分析室は、運用分析室からの情報を基に、必要に応じて更なる分析を行い、ＪＦ運用本部

のポートフォリオ・マネジャーにその情報を提供します。

⑩　インベストメント・ダイレクターは、運用に関するリスクのチェックや投資制限に関する管理を行いま

す。

 

（ロ）ＪＰＭ運用本部

 

 
①　ＪＰＭ運用本部は、ＪＰＭストラテジーに基づいた運用を行う投資調査部、株式運用部および債券運

用部で構成されます。

②　投資調査部に所属するアナリストはＪＰＭストラテジーに基づき分析を行い、分析に基づき各銘柄に

レーティングをつけます。エコノミストは、マクロ経済の観点からアナリストの調査・分析の基となる

情報の提供を行います。

③　株式運用部に所属するポートフォリオ・マネジャーは、投資調査部のアナリストとの議論を通じて、

②のレーティングの検証を行い、ポートフォリオの構築を行います。

④　債券運用部では、運用業務遂行上必要と認められる諸会議を開催し、運用戦略の方向性を決定します。

その決定内容を自らの投資判断のガイドラインとして利用し、ポートフォリオを決定します。また有価

証券等の売買を執行します。

⑤　エクイティ・トレーディング本部は、ポートフォリオ・マネジャーの投資判断を受け、有価証券等の

売買を執行します。

⑥　運用分析室は、顧客報告のためにポートフォリオの分析および評価を行うとともに、ＪＰＭ運用本部

および、運用部門から独立しているインベストメント・ダイレクターにもその情報を提供します。

⑦　インベストメント・ダイレクターは、運用に関するリスクのチェックや投資制限に関する管理を行い

ます。

 

（注）上記(イ)および(ロ)の意思決定機構・組織名称等は、2010年３月末現在のものであり、今後変更とな

る場合があります。

 

２【事業の内容及び営業の概況】

「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社として、証券投資信託の設定を行うとと

もに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者として当該証券投資信託及び投資一任契約に基づき委

託された資産の運用（投資運用業）を行っています。また「金融商品取引法」に定める下記の業務を行って
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います。

・ 投資助言・代理業

・ 有価証券の募集もしくは売出しの取扱いまたは私募の取扱いに関する第一種金融商品取引業

・ 有価証券の募集もしくは売出しの取扱いまたは私募の取扱い、および証券投資信託の募集または私募に関

する第二種金融商品取引業

 

現在、弊社で設定・運用している公募の証券投資信託は68本、親投資信託32本を数え、販売は100社余りの

金融商品取引業者（第一種金融商品取引業を行う者）および登録金融機関を通じて行っています。平成22年

３月末現在、公募の証券投資信託の純資産総額の合計は10,103億円（ただし、親投資信託を除きます。）で

す。
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３【委託会社等の経理状況】

 

１．委託会社であるJPモルガン・アセット・マネジメント株式会社（以下「当社」という。）の財務諸表

は、第18期事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）については、改正前の「財務諸表

等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規則」とい

う。）並びに同規則第２条の規定により、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令

第52号。以下「金融商品取引業等に関する内閣府令」という。）に基づいて、第19期事業年度（平成20年

４月１日から平成21年３月31日まで）については、改正後の財務諸表等規則並びに同規則第２条の規定

により、金融商品取引業等に関する内閣府令に基づいて作成しております。

　また、当社の中間財務諸表は、改正後の「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（昭和52年大蔵省令第38号）並びに同規則第38条及び第57条に基づき、金融商品取引業等に関する内閣

府令に基づいて作成しております。

　なお、財務諸表及び中間財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

２．当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第18期事業年度（平成19年４月１日から

平成20年３月31日まで）の財務諸表及び第19期事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日ま

で）の財務諸表について、あらた監査法人により監査を受けております。

　また、第20期中間会計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）の中間財務諸表について

は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、あらた監査法人により中間監査を受けておりま

す。
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（１）【貸借対照表】

  
第18期

（平成20年３月31日）
第19期

（平成21年３月31日）

資産の部

区分
注記
番号

内訳 金額 構成比 内訳 金額 構成比

  (千円) (千円) (％) (千円) (千円) (％)

流動資産        

現金及び預金   9,354,204  13,273,564 

立替金   7,199   2,912  

前払費用   37,125  25,590 

未収入金   1,378,981  81,394 

未収委託者報酬   3,605,899  1,449,280 

未収収益   2,949,643  1,679,413 

未収還付法人税等   －   347,915 

繰延税金資産   474,730  565,915 

その他   －   97,879 

流動資産計   17,807,78480.3  17,523,86587.2

固定資産        

投資その他の資産   4,382,354  2,582,346 

投資有価証券  3,485,313   1,639,519   

敷金保証金  80,641   79,401   

繰延税金資産  763,532   843,805   

その他  52,866   19,619   

固定資産計   4,382,35419.7  2,582,34612.8

資産合計   22,190,139100.0  20,106,212100.0
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第18期

（平成20年３月31日）
第19期

（平成21年３月31日）

負債の部

区分
注記
番号

内訳 金額 構成比 内訳 金額 構成比

  (千円) (千円) (％) (千円) (千円) (％)

流動負債        

預り金   117,791  227,241 

未払金   2,930,605  1,473,824 

未払収益分配金  1,827   1,999   

未払償還金  23,153   22,246   

未払手数料  1,417,638   521,491   

その他未払金  1,487,986   928,087   

未払費用   2,698,858  1,213,341 

未払法人税等   472,430  14,482 

賞与引当金   853,648  1,115,766 

役員賞与引当金   41,576  66,080 

流動負債計   7,114,91032.1  4,110,73620.5

固定負債        

長期未払金   7,522   3,471  

賞与引当金   821,753  1,200,522 

役員賞与引当金   173,860  177,812 

退職給付引当金   147,169  294,701 

固定負債計   1,150,3055.1  1,676,5078.2

負債合計   8,265,21537.2  5,787,24428.7
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第18期

（平成20年３月31日）
第19期

（平成21年３月31日）

純資産の部

区分
注記
番号

内訳 金額 構成比 内訳 金額 構成比

  (千円) (千円) (％) (千円) (千円) (％)

株主資本        

資本金   2,218,00010.0  2,218,00011.0

資本剰余金   1,000,0004.5  1,000,0005.0

資本準備金  1,000,000   1,000,000   

利益剰余金   11,142,94250.2  11,338,59756.4

利益準備金  33,676   33,676   

その他利益剰余金        

繰越利益剰余金  11,109,265  11,304,921  

株主資本計   14,360,94264.7  14,556,59772.4

評価・換算差額等        

その他有価証券評価差額金   △436,018△1.9  △237,629△1.1

評価・換算差額等計   △436,018△1.9  △237,629△1.1

純資産合計   13,924,92362.8  14,318,96771.3

負債・純資産合計   22,190,139100.0  20,106,212100.0
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（２）【損益計算書】

  
第18期

（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

第19期
（自平成20年４月１日
至平成21年３月31日）

区分
注記
番号

内訳 金額 百分比 内訳 金額 百分比

  (千円) (千円) (％) (千円) (千円) (％)

営業収益        

委託者報酬   17,864,749  15,781,383 

投資顧問料   10,489,106  －  

運用受託報酬   －   9,028,193 

その他営業収益   421,315  240,511 

営業収益計   28,775,171100.0  25,050,087100.0

営業費用        

支払手数料   6,679,308  5,986,412 

広告宣伝費   391,429  166,611 

調査費   6,928,125  5,395,927 

委託調査費  6,779,989   5,079,552   

調査費  138,807   290,580   

図書費  9,328   25,793   

委託計算費   329,137  373,679 

営業雑経費   418,113  388,946 

通信費  33,464   44,786   

印刷費  365,972   308,992   

協会費  7,481   29,547   

諸会費  11,194   5,620   

営業費用計   14,746,11451.2  12,311,57749.1
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第18期

（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

第19期
（自平成20年４月１日
至平成21年３月31日）

区分
注記
番号

内訳 金額 百分比 内訳 金額 百分比

  (千円) (千円) (％) (千円) (千円) (％)

一般管理費        

給料   6,296,250  5,399,518 

役員報酬  126,179   159,032   

給料・手当  2,272,332   3,021,451   

賞与  1,834,973   1,002,858   

賞与引当金繰入額  1,535,026   957,374   

役員賞与  238,709   116,524   

役員賞与引当金繰入額  215,436   70,031   

その他の報酬  73,592   72,247   

福利厚生費   370,832  360,063 

交際費   42,447   48,650  

寄付金   16,890   15,685  

旅費交通費   202,082  173,409 

租税公課   81,397   68,074  

不動産賃借料   535,266  812,982 

退職給付費用   116,581  199,742 

退職金   68,794   210,774 

消耗器具備品費   138,044  117,591 

事務委託費   164,429  165,407 

関係会社付替費用   2,180,518  2,909,618 

諸経費   124,387  150,136 

一般管理費計   10,337,92335.9  10,631,65642.5

営業利益   3,691,13212.9  2,106,8538.4
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第18期

（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

第19期
（自平成20年４月１日
至平成21年３月31日）

区分
注記
番号

内訳 金額 百分比 内訳 金額 百分比

  (千円) (千円) (％) (千円) (千円) (％)

営業外収益        

分配金・償還金時効  13,889   －   

受取配当金  3,198   4,089   

有価証券売却益  529,092   －   

投資有価証券売却益  －   12,155   

為替差益  67,742   －   

その他営業外収益  36,496   14,993   

営業外収益計   650,4192.2  31,2380.1

営業外費用        

為替差損  －   232,044   

業法上の負担額 ※１ 13,751   －   

投資有価証券売却損  －   50,453   

その他営業外費用  1,612   37,008   

営業外費用計   15,3630.1  319,5061.3

経常利益   4,326,18815.0  1,818,5857.2

特別利益        

前期損益修正益  －   15,546   

特別利益計   － －  15,5460.1

特別損失        

投資有価証券評価損  －   1,260,823   

ゴルフ会員権評価損  －   16,296   

特別損失計   － －  1,277,1195.1

税引前当期純利益   4,326,18815.0  557,0132.2

法人税、住民税及び事業税   1,768,6936.1  667,6962.7

法人税等調整額   71,8270.3  △306,338△1.2

当期純利益   2,485,6678.6  195,6550.7
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（３）【株主資本等変動計算書】

  （単位：千円）

 
第18期

（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

第19期
（自平成20年４月１日
至平成21年３月31日）

株主資本   

資本金   

前期末残高 2,218,000 2,218,000

当期末残高 2,218,000 2,218,000

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,000,000 1,000,000

当期末残高 1,000,000 1,000,000

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 33,676 33,676

当期末残高 33,676 33,676

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 8,623,598 11,109,265

当期変動額   

当期純利益 2,485,667 195,655

当期変動額合計 2,485,667 195,655

当期末残高 11,109,265 11,304,921

株主資本合計   

前期末残高 11,875,274 14,360,942

当期変動額   

当期純利益 2,485,667 195,655

当期変動額合計 2,485,667 195,655

当期末残高 14,360,942 14,556,597

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 191,651 △436,018

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △627,669 198,390

当期変動額合計 △627,669 198,390

当期末残高 △436,018 △237,629

評価・換算差額等合計   

前期末残高 191,651 △436,018

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △627,669 198,390

当期変動額合計 △627,669 198,390

当期末残高 △436,018 △237,629

純資産合計   

前期末残高 12,066,925 13,924,923

当期変動額   

当期純利益 2,485,667 195,655

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △627,669 198,390

当期変動額合計 1,857,998 394,045

当期末残高 13,924,923 14,318,967
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重要な会計方針

項目
第18期

（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

第19期
（自平成20年４月１日
至平成21年３月31日）

１．有価証券の評価基準

及び評価方法

その他有価証券

　時価のあるもの

　期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。

その他有価証券

　時価のあるもの

同左

２．引当金の計上基準 (1）賞与引当金 (1）賞与引当金

 　従業員に対する賞与の支給、及び

親会社の運営する株式報酬制度に

係る将来の費用負担に備えるた

め、当事業年度に帰属する額を計

上しております。

同左

 (2）役員賞与引当金 (2）役員賞与引当金

 　当事業年度より、役員に対する親

会社の運営する株式報酬制度に係

る将来の費用負担に備えるため、

当事業年度に帰属する額を計上し

ております。

　役員に対する親会社の運営する

株式報酬制度に係る将来の費用負

担に備えるため、当事業年度に帰

属する額を計上しております。

 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金

 　従業員に対する退職給付に備え

るため、当事業年度末における退

職給付債務に基づき退職給付引当

金を計上しております。

　過去勤務債務については、その発

生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（８年）

による定額法により、発生した事

業年度から費用処理しておりま

す。

　数理計算上の差異は、その発生時

における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（８年）によ

る定額法により按分額を、それぞ

れ発生した翌事業年度から費用処

理することとしております。

同左

３．その他財務諸表作成

のための基本となる

重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

第18期
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

第19期
（自平成20年４月１日
至平成21年３月31日）

（株式報酬制度に係る引当金の計上基準）

－

　親会社の運営する株式報酬制度による当社の役

員、従業員に対する費用負担額は、これまで親会社

からの請求額が確定した時点で費用として処理し

ておりましたが、当事業年度より、役員、従業員の

役務提供に対応して当該株式報酬額を賞与引当金

及び役員賞与引当金に計上する方法に変更いたし

ました。この変更は、役員、従業員の役務提供に対

応する株式報酬額について親会社から適時に情報

提供されるようになったことを受け、期間損益を

より適正に表示することを目的として行ったもの

であります。

　この変更により、賞与引当金に1,117,832千円、役

員賞与引当金に215,436千円それぞれ引当て、従来

の方法に比べ、営業費用及び一般管理費は

1,333,268千円増加となり、営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益は1,333,268千円の減少と

なっております。

　なお、上記方法の変更につきましては、下半期よ

り役員、従業員の役務提供に対応する株式報酬額

について親会社から適時に情報提供されたため、

当中間期は従来の方法によっております。従って、

当中間期は変更後の方法によった場合に比べ、経

常利益は984,905千円、税引前中間純利益は

984,905千円それぞれ多く計上されております。

（追加情報）

　当事業年度より、親会社の運営する株式報酬制度

による当社の役員、従業員に対する費用負担額の

計上方法を変更したことにともない賞与引当金及

び役員賞与引当金をそれぞれ賞与引当金（流動）

853,648千円　賞与引当金（固定）821,753千円及

び役員賞与引当金（流動）41,576千円　役員賞与

引当金（固定）173,860千円として表示しており

ます。
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表示方法の変更

第18期
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

第19期
（自平成20年４月１日
至平成21年３月31日）

（損益計算書） （損益計算書）

－ １．前事業年度において「投資顧問料」として表

示しておりましたものは、当事業年度から「運

用受託報酬」として計上しております。

－ ２．前事業年度において「有価証券売却益」とし

て表示しておりましたものは、当事業年度から

「投資有価証券売却益」として計上しておりま

す。

－ ３．前事業年度まで区分掲記しておりました「分

配金・償還金時効」（当事業年度492千円）は、

営業外収益の100分の10以下のため、営業外収益

の「その他営業外収益」に含めて表示しており

ます。

－ ４．前事業年度まで区分掲記しておりました「業

法上の負担額」（当事業年度21,581千円）は、

営業外費用の100分の10以下のため、営業外費用

の「その他営業外費用」に含めて表示しており

ます。

 

注記事項

（貸借対照表関係）

第18期
（平成20年３月31日）

第19期
（平成21年３月31日）

該当事項はありません。 同左

 

（損益計算書関係）

第18期
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

第19期
（自平成20年４月１日
至平成21年３月31日）

＊１　業法上の負担額

－

　業法上の負担額は、主に改正前の「投資信託

及び投資法人に関する法律」第33条の２（改

正後の「投資信託及び投資法人に関する法

律」第21条）に基づく負担額であります。
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（株主資本等変動計算書関係）

第18期（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 56,265 － － 56,265

合計 56,265 － － 56,265

 

第19期（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 56,265 － － 56,265

合計 56,265 － － 56,265

 

（リース取引関係）

第18期
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

第19期
（自平成20年４月１日
至平成21年３月31日）

該当事項はありません。 同左
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（有価証券関係）

第18期（平成20年３月31日）

 

１．その他有価証券で時価のあるもの

   （単位：千円）

種類 取得原価 貸借対照表計上額 差額

その他    

投資信託 4,219,300 3,485,313 △733,986

 

２．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

  （単位：千円）

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

1,665,943 529,196 104

 

第19期（平成21年３月31日）

 

１．その他有価証券で時価のあるもの

   （単位：千円）

種類 取得原価 貸借対照表計上額 差額

その他    

投資信託 2,040,176 1,639,519 △400,656

 

２．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

  （単位：千円）

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

873,700 12,155 50,453

（注）当事業年度において、その他有価証券で時価のあるものについて1,260,823千円減損処理を行っており

ます。

 

（デリバティブ取引関係）

第18期
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

第19期
（自平成20年４月１日
至平成21年３月31日）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませ

んので、該当事項はありません。
同左
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（退職給付関係）

第18期
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

第19期
（自平成20年４月１日
至平成21年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要 １．採用している退職給付制度の概要

　当社は平成19年10月に、確定拠出型年金制度及

び、キャッシュバランス型年金制度を導入致し

ました。

同左

２．退職給付債務に関する事項 ２．退職給付債務に関する事項

　
（千円）

①　退職給付債務 102,787

②　年金資産 －

③　会計基準変更時差異 －

④　未認識過去勤務債務 37,425

⑤　未認識数理計算上の差異 6,957

⑥　退職給付引当金

（①＋②＋③＋④＋⑤）
147,169

　

　
（千円）

①　退職給付債務 299,861

②　年金資産 －

③　会計基準変更時差異 －

④　未認識過去勤務債務 32,435

⑤　未認識数理計算上の差異 △37,595

⑥　退職給付引当金

（①＋②＋③＋④＋⑤）
294,701

　

３．退職給付費用に関する事項 ３．退職給付費用に関する事項

　
（千円）

①　勤務費用（注１） 96,639

②　利息費用 225

③　過去勤務債務の費用処理額 △1,571

④　数理計算上の差異の費用処理
額

－

⑤　確定拠出年金支払額 27,300

⑥　その他 △6,012

⑦　退職給付費用
（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥）

116,581

　

　
（千円）

①　勤務費用（注１） 150,141

②　利息費用 1,691

③　過去勤務債務の費用処理額 △4,682

④　数理計算上の差異の費用処理
額

△850

⑤　確定拠出年金支払額 57,142

⑥　その他 △3,700

⑦　退職給付費用
（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥）

199,742

　

（注１）出向者分の費用は、上記金額に含ま

れておりません。

（注１）出向者分の費用は、上記金額に含ま

れておりません。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　
①　退職給付見込額の期間配
分方法

期間定額方式

②　割引率 2.00％

③　過去勤務債務の額の処理
年数

８年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法により、発生した事

業年度から費用処理することとしておりま

す。）

④　数理計算上の差異の処理
年数

８年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法により、それぞれ発

生した翌事業年度から費用処理することとし

ております。）
　

　
①　退職給付見込額の期間配
分方法

期間定額方式

②　割引率 1.75％

③　過去勤務債務の額の処理
年数

８年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法により、発生した事

業年度から費用処理することとしておりま

す。）

④　数理計算上の差異の処理
年数

８年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法により、それぞれ発

生した翌事業年度から費用処理することとし

ております。）
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（ストック・オプション等関係）

第18期
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

第19期
（自平成20年４月１日
至平成21年３月31日）

該当事項はありません。 同左

 

（税効果会計関係）

第18期
（平成20年３月31日）

第19期
（平成21年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な

原因別の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な

原因別の内訳
　
（流動）  

繰延税金資産 （千円）

未払費用 77,276

未払事業税 33,188

賞与引当金 347,349

役員賞与引当金 16,917

繰延税金資産計 474,730

繰延税金資産の純額 474,730
  
　

　
（流動）  

繰延税金資産 （千円）

未払費用 104,851

賞与引当金 454,005

役員賞与引当金 26,888

その他 6,127

繰延税金資産小計 591,871

評価性引当額 △6,127

繰延税金資産合計 585,744

繰延税金負債  

未収事業税 19,828

繰延税金資産の純額 565,915
  

　
（固定）  

繰延税金資産 （千円）

賞与引当金 334,939

役員賞与引当金 70,743

退職給付引当金 59,883

その他有価証券評価差額金 297,967

繰延税金資産計 763,532

繰延税金資産の純額 763,532
  
　

　
（固定）  

繰延税金資産 （千円）

賞与引当金 488,492

役員賞与引当金 72,351

退職給付引当金 119,913

その他 6,651

その他有価証券評価差額金 163,027

繰延税金資産小計 850,436

評価性引当額 △6,631

繰延税金資産合計 843,805

繰延税金資産の純額 843,805
  
　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等

の負担率との間に重要な差異があるときの、

当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等

の負担率との間に重要な差異があるときの、

当該差異の原因となった主要な項目別の内訳
　
法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入され
ない項目

2.8％

その他 △1.0％

税効果会計適用後の法人税等の負
担率

42.5％

  
　

　
法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入され
ない項目

18.7％

評価性引当額 2.3％

その他 3.2％

税効果会計適用後の法人税等の負
担率

64.9％
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（企業結合等関係）

第18期
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

第19期
（自平成20年４月１日
至平成21年３月31日）

－

共通支配下の取引等

１．結合当事企業又は対象となった事業の名称及

び事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業

の名称並びに取引の目的を含む取引の概要

(1）対象となった事業の名称及びその事業の内

容

　JPモルガン信託銀行株式会社（現ニュー

ヨークメロン信託銀行株式会社）の一部業務

　（資産運用業務ならびに投資信託受益権等

の募集の取扱い及び私募の取扱いに係る業務

等）

(2）企業結合の法的形式

　JPモルガン信託銀行株式会社（現ニュー

ヨークメロン信託銀行株式会社）を事業譲渡

会社、当社を事業譲受会社とする事業譲渡

(3）結合後企業の名称

　名称の変更はありません。

(4）取引の目的を含む取引の概要

　米国の銀行持株会社であるJPモルガン・

チェース・アンド・カンパニーのJPモルガン

・アセット・マネジメント・グループに属す

るJPモルガン信託銀行株式会社（現ニュー

ヨークメロン信託銀行株式会社）の資産運用

業務と当社の資産運用業務を統合すること

で、顧客サービスのより一層の向上と経営資

源の有効活用が図れるものと考え、業務を譲

り受けました。

事業譲受日

平成20年５月31日　資産運用業務

平成20年７月31日　投資信託受益権等の募集

の取扱い及び私募の取り

扱いに係る業務

譲り受けた資産負債の額

資産の額　　857,471千円

　　　　　　（未収収益および未収入金）

負債の額　　45,339千円

　　　　　　（未払費用および未払金）

２．実施した会計処理の概要

　本事業譲受は、「企業結合に係る会計基準」

（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び

「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」（企業会計基準委員会　最終

改正平成20年５月13日　企業会計基準適用指針

第10号）に基づき、「共通支配下の取引」とし

て会計処理を行っております。
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（関連当事者情報）

第18期（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

兄弟会社等

属性 会社等の名称 住所
資本金又
は出資金

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
（被所
有）割合

関係内容
取引の内
容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の兼

任等
事業上の
関係

同一の親
会社を持
つ会社

JF Asset
Management
Limited

19/F
Chater
House, 8
Connaught
Road,
Central,
HK

60百万
香港ドル

金融業 なし 役員１名

海外また
は国内に
おける投
資の助言
または一
任

投資の助
言・一任
の受任

4,858,884未収収益 1,727,563

同一の親
会社を持
つ会社

JPMorgan
Asset
Management
(UK）Limited

125 London
Wall,
London,
EC2Y 5AJ,
England

24百万
ポンド

金融業 なし －

海外また
は国内に
おける投
資の助言
または一
任

調査費 2,873,847未払費用 727,936

取引条件及び取引条件の決定方針等

(1）投資の助言・一任の受任に関しては、一般的な手数料率を勘案し、協議の上、受任契約を結んで行っており

ます。

(2）調査費等に関しては、運用の再委託の一般的な手数料率を勘案し、協議の上、再委託契約を結んで行ってお

ります。

 

第19期（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

（追加情報）

　当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適

用しております。

　なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

 

１．関連当事者との取引

兄弟会社等

種類 会社等の名称 所在地
資本金又
は出資金

事業の内
容

議決権等
の所有
（被所
有）割合

関連当事者と
の関係

取引の内
容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

同一の親
会社を持
つ会社

JPMorgan Asset
Management
(UK) Limited

125 London
Wall,
London, EC2Y
5AJ, England

24百万
ポンド

金融業 なし

海外または国
内における投
資の助言また
は一任

調査費 1,959,309未払費用 298,734

同一の親
会社を持
つ会社

JF Asset
Management
Limited

19/F Chater
House, 8
Connaught
Road,
Central, HK

60百万香
港ドル

金融業 なし

海外または国
内における投
資の助言また
は一任
役員の兼任

投資の助
言・一任
の受任

1,794,147未収収益 293,631

同一の親
会社を持
つ会社
（注２）

JPモルガン信託
銀行株式会社
（現ニューヨー
クメロン信託銀
行株式会社）
（注１）

東京都丸の内
二丁目７番３
号東京ビル
ディング
（注２）

40億円
（注２）

金融業
（注２）

なし
（注２）

資産運用業
務、投資信託
受益権等の募
集及び私募の
取扱い業務
（注３）

事業の譲
受

857,471
未収収益・
未収入金

－

45,339
未払費用・
未払金

－

（注１）平成21年３月１日をもって親会社の変更に伴い、関連当事者の範囲から除外されております。

（注２）関連当事者であった最終日である平成21年２月28日時点の状況を記載しております。

（注３）事業譲受日、平成20年５月31日、および平成20年７月31日時点の状況を記載しております。事業譲受

後、上記業務は行っておりません。
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取引条件及び取引条件の決定方針等

(1）調査費に関しては、運用の再委託の一般的な手数料率を勘案し、協議の上、再委託契約を結んで行っており

ます。

(2）投資の助言・一任の受任に関しては、一般的な手数料率を勘案し、協議の上、受任契約を結んで行っており

ます。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

親会社情報

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント（アジア）インク（非上場）

 

（１株当たり情報）

第18期
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

第19期
（自平成20年４月１日
至平成21年３月31日）

　

１株当たり純資産額 247,488円19銭

１株当たり当期純利益 44,177円86銭

　

　

１株当たり純資産額 254,491円56銭

１株当たり当期純利益 3,477円38銭

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

１株当たりの当期純利益の算定上の基礎 １株当たりの当期純利益の算定上の基礎

　

損益計算書上の当期純利益 2,485,667千円

普通株主に帰属しない金額 －

普通株式に係る当期純利益 2,485,667千円

普通株式の期中平均株式数 56,265株

　

　

損益計算書上の当期純利益 195,655千円

普通株主に帰属しない金額 －

普通株式に係る当期純利益 195,655千円

普通株式の期中平均株式数 56,265株
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（重要な後発事象）

第18期
（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

第19期
（自平成20年４月１日
至平成21年３月31日）

重要な事業の譲受

該当事項はありません。

１．その旨及び目的

　米国の銀行持株会社であるJPモルガン・

チェース・アンド・カンパニーの傘下にあ

り、当社と同じ資産運用部門であるJPモルガ

ン・アセット・マネジメント・グループに属

するJPモルガン信託銀行株式会社より、その

一部業務である資産運用業務を平成20年６月

１日に譲り受けました。

　JPモルガン信託銀行株式会社の資産運用業

務と当社の資産運用業務を統合することで、

顧客サービスのより一層の向上と経営資源の

有効活用が図れるものと考えます。

２．譲り受けた相手会社の名称

　JPモルガン信託銀行株式会社

３．譲り受けた事業の内容

　資産運用業務。なお、投資信託受益権等の募

集の取扱い及び私募の取扱いに係る業務の譲

り受けは、平成20年８月１日を予定しており

ます。

４．譲り受けた資産・負債の額

　譲り受け日である平成20年６月１日におけ

るJPモルガン信託銀行株式会社の資産運用部

門に係る資産・負債の額は、それぞれ848,965

千円、39,689千円であります。
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中間財務諸表

(1）中間貸借対照表

  
第20期中間会計期間末
（平成21年９月30日）

 

資産の部  

区分
注記
番号

内訳 金額 構成比    

  （千円） （千円） （％）    

流動資産        

現金及び預金   10,476,893    

前払費用   53,805     

未収入金   68,908     

未収委託者報酬   2,143,298    

未収収益   2,325,969    

繰延税金資産   804,687    

その他   98,235     

流動資産計   15,971,79884.6    

固定資産        

投資その他の資産   2,902,074    

投資有価証券  1,945,761      

敷金保証金  75,424      

繰延税金資産  861,369      

その他  19,519      

固定資産計   2,902,07415.4    

資産合計   18,873,873100.0    
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第20期中間会計期間末
（平成21年９月30日）

 

負債の部  

区分
注記
番号

内訳 金額 構成比    

  （千円） （千円） （％）    

流動負債        

預り金   80,589     

未払金   1,277,749    

未払収益分配金  1,411      

未払償還金  22,029      

未払手数料  831,061      

その他未払金 ※１ 423,247      

未払費用   1,281,550    

未払法人税等   586,607    

賞与引当金   1,747,765    

役員賞与引当金   45,941     

流動負債計   5,020,20426.6    

固定負債        

賞与引当金   1,550,947    

役員賞与引当金   103,941    

退職給付引当金   361,803    

その他   3,041     

固定負債計   2,019,73410.7    

負債合計   7,039,93837.3    
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第20期中間会計期間末
（平成21年９月30日）

 

純資産の部  

区分
注記
番号

内訳 金額 構成比    

  （千円） （千円） （％）    

株主資本        

資本金   2,218,000    

資本剰余金   1,000,000    

資本準備金  1,000,000      

利益剰余金   8,671,339    

利益準備金  33,676      

その他利益剰余金        

繰越利益剰余金  8,637,663      

株主資本計   11,889,33963.0    

評価・換算差額等        

その他有価証券評価差額金   △55,404     

評価・換算差額等計   △55,404△0.3    

純資産合計   11,833,93562.7    

負債・純資産合計   18,873,873100.0    
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(2）中間損益計算書

  

第20期中間会計期間

（自平成21年４月１日

至平成21年９月30日）

区分
注記

番号
内訳 金額 百分比

  （千円） （千円） （％）

営業収益     

     

委託者報酬   6,955,234 

運用受託報酬   3,814,657 

その他   163,160 

営業収益計   10,933,052100.0

     

営業費用・一般管理費     

     

営業費用   5,427,697 

支払手数料  2,718,344   

調査費  2,362,662   

その他営業費用  346,690   

一般管理費   5,138,078 

営業費用・一般管理費計   10,565,77696.6

営業利益   367,2763.4

     

営業外収益 ※１ 261,389   

営業外収益計   261,3892.3

     

営業外費用 ※２ 57,556   

営業外費用計   57,5560.5

     

経常利益   571,1095.2

     

特別利益  －   

特別利益計   － －

     

特別損失  －   

特別損失計   － －

     

税引前中間純利益   571,1095.2

法人税、住民税及び事業税   619,7195.7

法人税等調整額   △381,351△3.5

中間純利益   332,7423.0
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(3）中間株主資本等変動計算書

 （単位：千円）

 

第20期中間会計期間

（自平成21年４月１日

至平成21年９月30日）

株主資本  

資本金  

前期末残高 2,218,000

当中間期末残高 2,218,000

資本剰余金  

資本準備金  

前期末残高 1,000,000

当中間期末残高 1,000,000

利益剰余金  

利益準備金  

前期末残高 33,676

当中間期末残高 33,676

その他利益剰余金  

繰越利益剰余金  

前期末残高 11,304,921

当中間期変動額  

剰余金の配当 △3,000,000

中間純利益 332,742

当中間期変動額合計 △2,667,258

当中間期末残高 8,637,663

株主資本合計  

前期末残高 14,556,597

当中間期変動額  

剰余金の配当 △3,000,000

中間純利益 332,742

当中間期変動額合計 △2,667,258

当中間期末残高 11,889,339

評価・換算差額等  

その他有価証券評価差額金  

前期末残高 △237,629

当中間期変動額  

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 182,225

当中間期変動額合計 182,225

当中間期末残高 △55,404

評価・換算差額等合計  

前期末残高 △237,629

当中間期変動額  

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 182,225

当中間期変動額合計 182,225

当中間期末残高 △55,404

純資産合計  

前期末残高 14,318,967

当中間期変動額  

剰余金の配当 △3,000,000

中間純利益 332,742

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 182,225

当中間期変動額合計 △2,485,033

当中間期末残高 11,833,935
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 
 

項目

第20期中間会計期間
（自平成21年４月１日
至平成21年９月30日）

 

１．資産の評価基準及び

評価方法

(1）有価証券

その他有価証券

 

 　時価のあるもの  

 　中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）を採

用しております。

 

 (2）デリバティブ  

 　時価法を採用しております。  

２．引当金の計上基準 (1）賞与引当金  

 　従業員に対する賞与の支給、及

び親会社の運営する株式報酬制

度に係る将来の費用負担に備え

るため、当中間会計期間に帰属す

る額を計上しております。

 

 (2）役員賞与引当金  

 　役員に対する親会社の運営する

株式報酬制度に係る将来の費用

負担に備えるため、当中間会計期

間に帰属する額を計上しており

ます。

 

 (3）退職給付引当金  

 　従業員に対する退職給付に備え

るため、当中間期末における退職

給付債務に基づき退職給付引当

金を計上しております。

 

 　過去勤務債務については、その

発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（８年）による定額法により、発

生した事業年度から費用処理し

ております。

 

 　数理計算上の差異は、その発生

時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（８

年）による定額法により按分額

を、それぞれ発生した翌事業年度

から費用処理することとしてお

ります。

 

３．その他中間財務諸表

作成のための基本と

なる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

第20期中間会計期間末
（平成21年９月30日）

 

※１　消費税等の取扱い  

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のう

え、金額的重要性が乏しいため、流動負債の

「その他未払金」に含めて表示しておりま

す。

 

 

（中間損益計算書関係）

第20期中間会計期間
（自平成21年４月１日
至平成21年９月30日）

 

※１　営業外収益のうち主要なもの　　（千円）  

為替差益　　　　　　　　　　 223,287  

デリバティブ評価益　　　　　　26,784  

※２　営業外費用のうち主要なもの　　（千円）  

デリバティブ損失　　　　　　　44,554  
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（中間株主資本等変動計算書関係）

第20期中間会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（株）

当中間会計期間
増加株式数
（株）

当中間会計期間
減少株式数
（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 56,265 － － 56,265

合計 56,265 － － 56,265

 

２．配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発効日

平成21年７月30日
臨時株主総会

普通株式 3,000,00053,319平成21年７月31日平成21年８月５日
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（リース取引関係）

第20期中間会計期間
（自平成21年４月１日
至平成21年９月30日）

 

該当事項はありません。  

 

（有価証券関係）

第20期中間会計期間末（平成21年９月30日）

その他有価証券で時価のあるもの

   （単位：千円）

種類 取得原価 中間貸借対照表計上額 差額

その他    

投資信託 2,039,176 1,945,761 △93,414

 

（デリバティブ取引関係）

第20期中間会計期間末（平成21年９月30日）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

    （単位：千円）

対象物の種類 取引の種類 契約額等 時価 評価損益

株式 株価指数先物取引    

 売建 1,055,0841,028,300 26,784

（注）当社は保有する投資有価証券に係る価格変動リスクを軽減するために株価指数先物取引を行っており、

投機目的のためのデリバティブ取引は行わない方針であります。
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（１株当たり情報）

第20期中間会計期間
（自平成21年４月１日
至平成21年９月30日）

　

１株当たり純資産額 210,324円98銭

１株当たり中間純利益金額 5,913円84銭

　

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額

については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

１株当たりの中間純利益の算定上の基礎

　

中間損益計算書上の中間純利益 332,742千円

普通株主に帰属しない金額 －

普通株式に係る中間純利益 332,742千円

普通株式の期中平均株式数 56,265株
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４【利害関係人との取引制限】

委託会社は、「金融商品取引法」の定めるところにより、利害関係人との取引について、次に掲げる行為が禁

止されています。

(1)　自己又はその取締役若しくは執行役との間における取引を行うことを内容とした運用を行うこと(投資

者の保護に欠け、若しくは取引の公正を害し、又は金融商品取引業の信用を失墜させるおそれがないもの

として内閣府令で定めるものを除きます。)。

(2)　運用財産相互間において取引を行うことを内容とした運用を行うこと(投資者の保護に欠け、若しくは

取引の公正を害し、又は金融商品取引業の信用を失墜させるおそれがないものとして内閣府令で定めるも

のを除きます。)。

(3)　通常の取引の条件と異なる条件であって取引の公正を害するおそれのある条件で、委託会社の親法人等

（委託会社の総株主等の議決権の過半数を保有していることその他の当該金融商品取引業者と密接な関

係を有する法人その他の団体として政令で定める要件に該当する者をいいます。以下(4)(5)において同

じ。）又は子法人等（委託会社が総株主等の議決権の過半数を保有していることその他の当該金融商品取

引業者と密接な関係を有する法人その他の団体として政令で定める要件に該当する者をいいます。以下

(4)(5)において同じ。）と有価証券の売買その他の取引又は店頭デリバティブ取引を行うこと。

(4)　委託会社の親法人等又は子法人等の利益を図るため、その行う投資運用業に関して運用の方針、運用財

産の額若しくは市場の状況に照らして不必要な取引を行うことを内容とした運用を行うこと。

(5)　上記(3)(4)に掲げるもののほか、委託会社の親法人等又は子法人等が関与する行為であって投資者の保

護に欠け、若しくは取引の公正を害し、又は金融商品取引業の信用を失墜させるおそれのあるものとして

内閣府令で定める行為

 

５【その他】

(1)定款の変更

　定款の変更に関しては、株主総会の特別決議が必要です。

(2)訴訟事件その他の重要事項

　本書提出日現在、委託会社および当ファンドに重要な影響を与えた事実、または与えると予想される事実

はありません。

 

第２【その他の関係法人の概況】
１【名称、資本金の額及び事業の内容】

(1)　受託会社

①　名　　　称　株式会社りそな銀行

②　資本金の額　2,799億円（平成22年３月末現在）

③　事業の内容

　　銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営等に関する法律に基づき信託業務を営

んでいます。

　　＜再信託受託会社の概要＞

　　名　　　称　：日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

　　業務の概要　：銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営等に関する法律に基づ

き信託業務を営んでいます。

　　再信託の目的：原信託契約にかかる信託事務の一部（信託財産の管理）を原信託受託会社から再信託受

託会社（日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社）へ委託するため、原信託財産の

すべてを再信託受託会社へ移管することを目的とします。

 

(2)　販売会社

 名　　　称 資本金の額 事業の内容
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１ コスモ証券株式会社
135億円

（平成21年12月末現在）

金融商品取引法に定める第一

種金融商品取引業を営んでい

ます。

２ 中銀証券株式会社
20億円

（平成22年５月６日現在）
同　　　上

※　募集の取扱い以外の業務を行っております。

 

２【関係業務の概要】

(1)　受託会社

　　当ファンドの受託会社として、信託財産の保管・管理業務および信託財産の計算等を行います。

(2)　販売会社

　　当ファンドの販売会社として、運用報告書の交付代行、収益分配金の再投資に関する事務、収益分配金・一

部解約金・償還金の支払い等を行います。

 

３【資本関係】

　受託会社および販売会社との間に資本関係はありません。
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第３【参考情報】
 

下記の書類を関東財務局長へ提出しております。

 

平成21年11月16日　　有価証券報告書

EDINET提出書類

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社(E06264)

有価証券報告書（内国投資信託受益証券）

76/81



独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

 

  平成21年10月21日

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社  

 

 取　締　役　会　　御　中  

 

 あ　ら　た　監　査　法　人

 

 
指　定　社　員

業務執行社員

 

 
公認会計士 鶴　田　　光　夫

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」に掲

げられているＪＦジャパン・オープンの平成21年2月18日から平成21年8月17日までの計算期間の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益及び剰余金計算書、注記表並びに附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＪＦジャ

パン・オープンの平成21年8月17日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する計算期間の損益の状況をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計

士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（※）１．上記は、当社が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

 

　　次へ
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

 

  平成20年６月27日

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社  

 

 取　締　役　会　　御　中  

 

 あ　ら　た　監　査　法　人

 

 
指　定　社　員

業務執行社員

 

 
公認会計士 大木　一昭

 

 
指　定　社　員

業務執行社員
 公認会計士 鶴田　光夫

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状況」に

掲げられているＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第

18期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＪＰモル

ガン・アセット・マネジメント株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経

営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

追記情報

　重要な会計方針に係る事項に関する注記に記載されているとおり、会社は、親会社の運営する株式報酬制度による会

社の役員、従業員に対する費用負担額の会計処理を、従来の親会社からの請求額が確定した時点で費用として処理する

方法から、役員、従業員の役務提供に対応して、当該株式報酬額を役員賞与引当金及び賞与引当金に計上する方法に変

更した。

　重要な後発事象の注記に記載されているとおり、会社は、ＪＰモルガン信託銀行株式会社より、その一部業務である資

産運用業務を平成20年６月１日に譲り受けた。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

 

  平成22年４月14日

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社  

 

 取　締　役　会　　御　中  

 

 あ　ら　た　監　査　法　人

 

 
指　定　社　員

業務執行社員

 

 
公認会計士 鶴田　光夫

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」に掲

げられているＪＦジャパン・オープンの平成21年８月18日から平成22年２月17日までの計算期間の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益及び剰余金計算書、注記表並びに附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＪＦジャ

パン・オープンの平成22年２月17日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する計算期間の損益の状況をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計

士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（※）１．上記は、当社が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

 

　　次へ

EDINET提出書類

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社(E06264)

有価証券報告書（内国投資信託受益証券）

79/81



独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

 

  平成21年６月24日

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社  

 

 取　締　役　会　御　中  

 

 あ　ら　た　監　査　法　人

 

 
指　定　社　員

業務執行社員

 

 
公認会計士 大木　一昭

 

 
指　定　社　員

業務執行社員
 公認会計士 鶴田　光夫

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状況」に

掲げられているＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第

19期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＪＰモル

ガン・アセット・マネジメント株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経

営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

 

　　次へ
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

 

  平成21年12月17日

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社  

 

 取　締　役　会　　御　中  

 

 あ　ら　た　監　査　法　人

 

 
指　定　社　員

業務執行社員
 公認会計士 大木　一昭

 

 
指　定　社　員

業務執行社員
 公認会計士 鶴田　光夫

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状況」に

掲げられているＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第

20期事業年度の中間会計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸

借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のため

の合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社の平成21年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る中間会計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。
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